平成２４年第１回奥多摩町議会定例会　会議録

１　平成24年３月５日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君
第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し
４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成２４年第１回奥多摩町議会定例会議事日程[第１号]
平成24年 ３月５日（月）

午前10時00分開会・開議

会　期　　平成24年３月５日～３月21日（17日間）

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	議長定例町議会開会・開議宣告
	――

	２
	――
	　　　　　　　　　　　　５番　杉　村　良　一　議員

会議録署名議員の指名

　　　　　　　　　　　　６番　村　木　征　一　議員

	３
	――
	会期の決定について
	決　　定

	４
	――
	議会関係諸報告
	――

	５
	――
	町長あいさつ及び施政方針表明
	――

	６
	議案第１号
	奥多摩町暴力団排除条例
	原案可決

	７
	議案第２号
	奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例
	原案可決

	８
	議案第３号
	奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例
	原案可決

	９
	議案第４号
	奥多摩町介護保険条例の一部を改正する条例
	原案可決

	10
	議案第５号
	奥多摩町介護保険地域支援事業利用者負担条例の一部を改正する条例
	原案可決

	11
	議案第６号
	奥多摩町公営住宅使用条例の一部を改正する条例
	原案可決

	12
	議案第７号
	奥多摩町下水道条例の一部を改正する条例
	原案可決

	13
	議案第８号
	平成３年台風12号に係る奥多摩町救難緊急措置条例を廃止する条例
	原案可決

	14
	議案第９号
	東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約
	原案可決

	15
	議案第10号
	東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の一部を変更する規約
	原案可決

	16
	議案第11号
	平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）
	連合審査会

付託

	17
	議案第12号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第３号）
	連合審査会

付託

	18
	議案第13号
	平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）
	連合審査会

付託

	19
	議案第14号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）
	連合審査会

付託

	20
	議案第15号
	平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）
	連合審査会

付託

	21
	議案第16号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算

（第３号）
	連合審査会

付託

	22
	議案第17号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算
（第３号）
	連合審査会

付託

	23
	議案第18号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）
	連合審査会

付託

	24
	議案第19号
	平成24年度奥多摩町一般会計予算
	予算特別委

員会付託

	25
	議案第20号
	平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	予算特別委

員会付託

	26
	議案第21号
	平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	予算特別委
員会付託

	27
	議案第22号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	予算特別委

員会付託

	28
	議案第23号
	平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	予算特別委

員会付託

	29
	議案第24号
	平成24年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	予算特別委

員会付託

	30
	議案第25号
	平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	予算特別委

員会付託

	31
	議案第26号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	予算特別委

員会付託


	32
	議案第27号
	町道路線の廃止について
	原案可決

	33
	議案第28号
	町道路線の認定について
	原案可決

	34
	議案第29号
	奥多摩町福祉会館の指定管理者の指定について
	原案可決

	35
	議案第30号
	大沢国際釣場の指定管理者の指定について
	原案可決

	36
	議案第31号
	青目立不動尊休み処の指定管理者の指定について
	原案可決

	37
	議案第32号
	非常用発電機等購入契約について
	原案可決

	38
	議案第33号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その16請負契約の変更について
	原案可決

	39
	議案第34号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その17請負契約の変更について
	原案可決

	40
	議案第35号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その18請負契約の変更について
	原案可決

	41
	議案第36号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約の変更について
	原案可決

	42
	議員提出議案第　１　号
	　第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の東京誘致に関する決議
	原案可決

	43
	――
	東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙における候補者の推薦について
	決　　定

	44
	――
	奥多摩町選挙管理委員会委員の選挙
	決　　定

	45
	――
	陳情書の受付について
	陳情第１号
	経済厚生常任委員会付託

	
	
	
	陳情第２号
	経済厚生常任委員会付託


（午後４時59分　散会）

午前10時00分　開会・開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。

　これより平成24年第１回奥多摩町議会定例会を開会します。

　直ちに本日の会議を開きます。

日程第２　会議録署名議員の指名を議題とします。

本件につきましては、会議規則第115条の規定により、議長において指名します。

本定例会の会議録署名議員に、

５番　杉村　良一議員、

６番　村木　征一議員、

以上２名を指名します。

次に、日程第３　会期の決定について、を議題とします。

本件につきましては、去る２月29日、議会運営委員会が開かれ、本定例会の運営について協議が行われておりますので、その結果を議会運営委員会委員長、前田　悦男議員よりご報告願います。前田　悦男議員。

〔議会運営委員長　前田　悦男君　登壇〕

○議会運営委員長（前田　悦男君）　議会運営委員会の報告をいたします。

　平成24年第１回奥多摩町議会定例会の運営について、去る２月29日、議会運営委員会を開催しましたので、その協議結果を報告いたします。

　初めに、本定例会の会期でありますが、本日５日から３月21日までの17日間とすることに決定しました。

　次に会期中の諸日程でありますが、配付してあります会議予定表をごらんください。

まず本日、５日の本会議でありますが、会議録署名議員の指名及び会期の決定に続いて、閉会中の議会関係諸報告が行われた後、本定例会の開会にあたり町長よりあいさつ及び施政方針の表明があります。あいさつ終了後、議案が上程されます。

次に、３月７日は連合審査会を開会し、各常任委員会合同で平成23年度各会計の補正予算の審査及び採決を行います。

次に、閉会中に２件の陳情の受付けをしております。３月７日の連合審査会閉会後に経済厚生常任委員会を開催し、陳情の審査を行っていただきます。

次に、３月９日は本会議２日目でありますが、一般質問を行います。通告者は８名で、通告順に行いますが、簡潔な質問、応答をされるようご協力お願いいたします。

なお、町長の施政方針に対する一般質問の通告者はございませんでした。

次に、３月13日の本会議３日目でありますが、連合審査会に付託し審査が行われた、各会計の補正予算と２件の陳情の採決を行います。

なお、同日、本会議終了後は予算特別委員会を開会し、平成24年度の各会計予算の概要説明を受けることになっております。３月15日及び16日についても予算特別委員会を開会し、質疑を行い、16日に採決を行います。

次に、３月21日の本会議４日目は、本定例会の最終日であり、予算特別委員会に付託し審査が行われた平成24年度の全８会計予算の委員長報告及び採決を行います。また、陳情２件について、13日に採択と決せられたものがあった場合には、追加案件として議員提出議案を上程し、意見書の提出について採決を行います。

次に、本日の審議内容について申し上げます。配付してあります議会運営委員会結果一覧表をごらんください。

議案別の上程については、議案第１号から議案第10号までの10議案は単独上程の即決と決定しております。

次に、議案第11号から議案第18号までの平成23年度各会計補正予算の８議案については、一括上程とし、各常任委員会合同の連合審査会に審査を付託します。

次に、議案19号から議案第26号までの平成24年度各会計当初予算の８議案については、一括上程とし、議長を除く議員11名による予算特別委員会に審査を付託します。なお、暫時休憩をとり、正副委員長の互選も行われる予定です。

次に、議案第27号及び議案第28号の２議案は町道の廃止及び認定議案で、一括上程とし、採決については即決と決定しています。

次に、議案第29号から議案第31号までの３議案については一括上程とし、採決については即決と決定しています。

次に、議案第32号の契約案件は、単独上程の即決とし、採決については即決と決定しております。

次に、議案第33号から議案第35号までの３議案については、下水道工事請負契約の変更についての議案ですので、一括上程とし、採決についてはいずれも即決と決定しています。

次に、議案第36号は単独上程とし、採決については即決と決定しています。

なお、この契約の相手方が清水土木建設株式会社となっておりますので、11番清水議員には上程前に退席いただくことになります。

次に、議員提出議案第１号は単独上程とし、採決については即決と決定しています。

次に、東京都後期高齢者医療広域連合議会議員選挙における候補者の推薦については、単独上程とし、議員推薦による即決と決定しております。

次に、奥多摩町選挙管理委員会の選挙については、委員の任期満了に伴い委員の改選を行うもので、選挙の方法については議長の指名推選により、本日、本会議初日において単独上程とし、採決については即決と決定しています。

次に、２件の陳情については、所管する経済厚生常任委員会へ審査を付託することで決定しています。

なお、２件とも当町議会の意見書の提出を求めるものでありますので、本会議において採択と決せられた場合は、議員提出議案として本会期中に意見書を本会議に提案することになります。

以上が、上程別、採決別の取り扱いを含めた議会運営委員会の協議結果であります。本定例会の運営が効率的かつ円滑に進行しますよう、議員各位のご協力をお願い申し上げ、議会運営委員会委員長の報告といたします。以上です。

○議長（清水　典子君）　議会運営委員会委員長の報告は以上のとおりであります。

　お諮りします。本定例会の会期は本日から３月21日までの17日間とし、議案の上程別及び採決別につきましても、合わせて委員長の報告のとおり決定したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、本日から３月21日までの17日間とすることに決定しました。

　また、本日の日程は、お手元に配付のとおりであります。

　次に、日程第４　議会関係諸報告でありますが、議会関係の閉会中の諸報告及び監査委員の例月出納検査報告については、お手元に配付のとおりであります。

　次に、閉会中に秋川衛生組合議会第１回定例会が開かれておりますので、その概要について報告願います。秋川衛生組合議会議員、師岡　伸公議員からご報告願います。

〔７番　師岡　伸公君　登壇〕

○７番（師岡　伸公君）　それでは、平成24年第１回秋川衛生組合議会定例会の報告をいたします。

　去る２月23日午前10時から秋川衛生組合で開かれ、当町からは、河村町長、竹内・石田両議員と、私師岡、そして浜野住民課長が出席しました。

　会議に先立ち、奥多摩町選出議員の紹介があり、また、これに伴い副議長の選出を従来どおりの方法にて選出することの了解がとられ、引き続き本会議に移り、議長のあいさつがありました。

　日程第１では、奥多摩町選出議員３名の議席の指定が行われ、日程第２では、会議録署名議員が指名され、日程第３では会期が本日１日限りと決定されました。

日程第４では、管理者から、諸般の報告が次のようにありました。

本議会は専決処分案件１件、議案案件３件を上程していること。奥多摩町選出の３名の議員の就任を得たこと。組合施設は、特に問題なく順調に稼動していることの報告がなされました。

　日程第５では、議長の指名推選により副議長に私、師岡が選出されました。

　次に、日程第６では、専決処分した条例が上程されました。専決第１号　秋川衛生組合一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の報告が、管理者、事務局より説明がそれぞれ行われ、承認をされました。この改正内容につきましては、東京都人事委員会の勧告に基づき、職員の給料及び期末手当の支給月数のマイナス改定を行ったもので、平成23年12月１日から施行されております。

　次に、日程第７　議案第１号　東京都市町村議会議員公務災害補償等組合を組織する地方公共団体の数の増加、及び東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更についてが原案どおり可決されました。

　この改正内容については、東京都市町村議会議員公務災害補償等組合に多摩川衛生組合が新たに加入すること、同組合の管理者に東京都町村議会議長会会長の職にある者をもって充てることへの変更に伴う、東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の一部を改正する規約が上程されたもので、東京都知事の許可のあった日から施行となります。

　日程第８　議案第２号では、平成24年度度秋川衛生組合組織市町村の分賦金について、管理者、事務局から説明があり、組織市町村の総額は１億9,500万円、前年度と同額であります。内訳は、あきる野市が１億1,576万8,000円、日の出町が2,068万7,000円、檜原村が1,650万5,000円、奥多摩町が4,204万円であり、採決の結果、原案どおり可決されました。

　次に、日程第９　議案第３号　平成24年度秋川衛生組合会計予算が上程され、管理者、事務局より提案説明があり、予算総額は歳入歳出それぞれ２億377万4,000円、前年度比12万6,000円の減額であります。なお、質疑はなく、採決の結果、原案どおり可決されました。

　以上で、第１回秋川衛生組合議会定例会の報告を終わります。

　なお、議会終了後、全員協議会が開催されましたので、合わせてご報告をいたします。

　内容でございますが、秋川衛生組合の現状と今後についての説明、協議でありました。

　経年による設備の老朽化及び下水道の普及によります投入量の減少等の現状から、今後の組合存続を含めた組織市町村のし尿処理の運営のあり方について調査研究をしていくこととなりました。

　以上で報告を終わります。

○議長（清水　典子君）　ご苦労さまでした。

　以上で、閉会中の諸報告は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前10時35分から再開といたします。

午前10時17分　休憩

午前10時32分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

日程第５　本定例会の開会に当たり、町長よりあいさつ及び施政方針の表明があります。河村　文夫町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

　平成24年第１回奥多摩町議会定例会の開会にあたり、新年度の町政に対する所信を申し述べ、町民皆様並びに議員各位のご理解とご協力をお願い申し上げます。

　初めに、平成24年は私が住民の皆様方から再度負託を受け、平成20年５月に第２期目の町政を担うことになってから４年が経過する任期の締めくくりの年であります。この間、私が町長の重責を円滑に果たすことができましたのは、町民の皆様、そして議員各位のご支援、ご協力の賜物であり、この場をお借りして心から感謝を申し上げる次第であります。

さて、私は、今回の任期中も第１期目と同様に町民の皆様が町政に何を求めているのか、どういう考えを持っているのか、私自身の肌で感じ、この町で暮らしている皆様が安全で安心した生活を送ることができるよう、常にスピード感を持ってバランスの取れた行政運営と自助、自立の町政運営を行ってまいりました。そして、多くの住民皆様の参画により、平成16年度に策定し平成17年度からスタートした「第四期奥多摩町長期総合計画」に基づき、４年前の選挙公約でお示しした５つの柱、１つ、生涯を健康で楽しく豊かに支え合うまちづくり、２として、奥多摩まるごと元気、３．豊かな自然に育まれるまちづくり、４として、体験と交流のまちづくり　どうよ山のくらし、５として、自立して共に生きるまちづくりに沿った14項目の具体的施策の実現に向かって、議員各位のご理解とご協力を始め、町民皆様の協働をいただきながら、率先垂範、不偏不党の精神を持って粉骨砕身まい進してまいりました。

まず、この８年間を振り返りますと、平成16年度においては、10年後の町のあるべき姿を定める第四期奥多摩町長期総合計画にかかる基本構想及び基本計画の策定について、各種団体、公募住民、議会議員等多くの皆様で組織された「奥多摩町まちづくり計画住民委員会」での度重なる検討の上、「奥多摩町基本構想（案）」を策定いただき、第４回町議会定例会において慎重な審議を経て決定をいただきました。

そして、「奥多摩町行政改革大綱」を策定し、町政への住民参加や各種団体との連携を含め、お互いに協働してよりよい地域社会の構築ができるよう、「人の改革」「仕事の改革」「仕組みの改革」の３つの柱から成る改革を推進してまいりました。

平成17年度は、昭和30年４月に奥多摩町が誕生して50周年を迎えました。奥多摩町町制50周年記念の年でありました。10月には国会議員や地元選出の都議会議員、東京都副知事を始め関係局長、近隣市町村長等をお招きし、町制施行50周年記念式典を開催いたしました。また、これを記念して豊かな自然環境を守り、健康で安心して暮らせる町を後世に継承するための活動を推進することを宣言し、登計原にある奥多摩総合運動公園上部に記念碑及び頌徳碑を建立するとともに、ミツバツツジ等の一山植樹を行い、節目のお祝いといたしました。

また、前年度に策定した奥多摩町行政改革大綱に沿って５カ年の「奥多摩町行政改革実施計画」を策定するとともに、住民の方々の協働によるまちづくりを推進するため、新しい試みとした住民公募型の「まちづくり、人づくり支援事業」を創設いたしました。この事業は、多くの住民皆様から応募をしていただき、平成23年度現在、７年目を迎えております。

平成18年度では、長年の懸案事項の１つであった小河内ダム下流域の公共下水道事業について、関係６市１町の同意と、東京都都市整備局及び下水道局、流域下水道本部との協議を経て、下流の川井地区から管渠敷設工事に着手いたしました。

平成19年度は、町の94％を占める森林の癒しの効果に着目し、健康の増進やリハビリテーションを通じて、今後のまちづくりや地域振興に総合的に役立たせるため、森林セラピー事業を積極的に推進することとし、そのための基地とロードの申請を行うとともに、海沢地区に滞在型体験農園を開設し、地域の特性を生かしたグリーン・ツーリズム事業を開始いたしました。この森林セラピー事業につきましては、奥多摩在住であり、ワサビ事業を長くやっておる金子健一翁の寄附による１億円の基金も原資として使わせていただきました。

一方、町の最大の観光拠点である小河内ダムが竣工して50周年の節目の年であり、東京都では、４月に奥多摩湖南岸のいこいの道の全線開通を始め、11月に湖畔で多くの関係した皆様とともに小河内ダム竣工50周年記念式典が開催された年でもあります。

平成20年度は、多くの皆様から負託を受け、第２期目の町政を担うことになった年であります。選挙公約に掲げた５つの柱と14の施策を着実に推進していくため、「第四期長期総合計画　奥多摩森世紀計画」や「行政改革大綱」を町の指針として住民皆様と同じ目線で行政を進めてまいる決意を新たにいたしました。

また、この年は昭和60年以来の町の悲願でありました都営水道一元化が実現に向け動き出した年でもあります。前年の都議会における一般質問及び都議会自由民主党代表質問に対して、都庁内に一元化の検討組織を設置し、検討するという答弁がなされ、年内に検討組織が設置されております。町でも、私を本部長とする都営水道一元化推進本部を設置し、担当主幹、係長を配し、私自身、この機会を逃すことなく不退転の決意で取り組んできたところでございます。

平成21年度は年度当初に、これからの町の観光事業の柱となる森林セラピー事業の幕開け、グランドオープンが行われ、前年度に認定を受けた５本のセラピーロードを軸に、町が持つ地域資源を総合的に活用する事業が始まりました。

また、５月には石原東京都知事にお越しいただき、福祉会館において奥多摩町水道事業都営一元化の基本協定を締結いたしました。これまでも折に触れ皆様に申し上げてまいりましたが、この都営一元化が実現することにより、今後、町が独自に水道事業を運営することによる費用負担を約68億円軽減できるとともに、住民皆様に安全な水を安定的に供給できることになります。町では、この基本協定の締結を記念して「豊かな森をみんなで守る水源のまち」を宣言し、町内外に向けて情報を発信していくことといたしました。

また、平成18年度から工事を開始しておりました奥多摩湖下流の公共下水道につきまして、川井地区及び小丹波地区の一部について供用開始を行ったほか、老朽化が著しかった学校給食センターを小丹波地区に新築し、衛生的な環境で子どもたちに安全な給食を提供できることになりました。

平成22年度は、長年の課題でありました町営水道の都営一元化が実現した年であります。平成21年５月の基本協定の締結から町と都でさまざまな協議を行い、移管に向けて準備してまいりましたが、４月１日から無事都営水道として出発することができました。関係者の皆様に改めて感謝を申し上げるとともに、今後も東京都水道局と連携を図り、施設の充実に努めてまいります。

また、少子高齢化を少しでも食い止め、若者の定住化の第一歩とするため、海沢地区に９戸の若者住宅を建設いたしました。公共下水道の整備は順調に進められ、小丹波地区の全域で供用開始となりました。

平成23年度では、４月１日に子ども子育ての拠点施設として、保護者の皆様から要望が多かった子ども家庭支援センターをオープンいたしました。平成22年度から小丹波地区で建設を進めてまいりましたが、オープンにあたって子育て支援協議会の皆様からもご意見をいただき、多くの住民皆様に少しでも利用していただけるよう、また、地域の皆様と交流をできるよう喫茶コーナーも設けるとともに、子ども子育てに限らない出張所機能を併せ持つ総合相談窓口として整備いたしました。

また、森林セラピー事業をより拡大発展させることを目指し、町の全額出資による一般財団法人奥多摩地域振興財団を設立し、４月１日より本格的に事業展開を進めております。この森林セラピー事業は、町全体のさまざまな分野に波及効果をもたらし、町の活性化に大きく寄与できるものと確信をしております。

平成23年度の大きな成果としては、町のごみ処理についてであります。あきる野市、日の出町及び檜原村で組織する西秋川衛生組合の加入があります。

町は昭和30年の発足以来、現在まで収集から焼却、埋め立てまですべてを町内で賄う自区内処理により処理してきましたが、焼却施設の老朽化や最終処分場の埋め立てが限界にあることから、近隣の一部事務組合への加入を模索しておりました。最終的には西秋川衛生組合への加入を決断し、私自らも施設が所在するあきる野市高尾地区、留原地区の自治会の皆様に直接町の窮状を訴え、ご理解をいただき、３市町村の議会においても議決をいただいた上で、平成23年10月３日に東京都知事の許可を得て正式に加入することができました。このことで、今後町が単独でごみ処理施設等を建設、運営していく場合に見込まれていた約30億円の費用が７億6,000万円余りで済むことになり、22億4,000万円もの財政負担を軽減することができました。

これまで申し上げたことは、それぞれの年度における象徴的な事業でありますが、私は町長に就任以来一貫して、住民皆様とつくり上げた第四期長期総合計画の指針に基づき、まちづくりを行ってまいりました。中でも子育て支援の充実と若者定住化への取り組みを通じて町を活性化することを、最も重要な施策として位置づけてまいりました。そのため、行財政改革を積極的に推進し、自ら身を切る努力を惜しまず財源確保に努めてまいりました結果、私が町長に就任してからの８年間に各種基金への積立額は13億4,000万円余り増加し、平成23年度末の見込みでは26億5,000万円余りとなる予定であります。また、平成20年度以降は起債に頼らない財政運営を行い、就任時に43億円余りあった起債が８年間で14億3,000万円減少しております。

下水道事業については、現在整備が進められていることから、平成27年度まで毎年起債をすることになりますが、この事業は過疎債と下水道債を半分ずつ借りて実施しており、国のルールにより、そのおおむね60％は翌年度以降の地方交付税に算入されることから、一般の起債と合わせた返済総額は約17億6,000万円になります。このことは、現時点で仮に基金を用いて起債の残高を返還するという試算、試みの計算をしても８億9,000万円基金が残るということであります。

この大きな要因の１つに、私が町長に就任する以前からも積極的に進めてきた行政改革への取り組みが東京都に評価され、町の収入の４割以上を占める東京都支出金、中でも市町村総合交付金の増加があります。この市町村総合交付金は、財政事情割、経営努力割、地域振興割という内容で、市町村の行政改革への取り組みが評価の基準となっており、町はこの部分で、この８年間で職員数を17.8％削減したことや、職員給与を削減したことなどの内部努力が大きな評価をいただいて増加されたものであります。これら職員給与の削減、事務事業の見直しとしても業務委託の見直し、補助金の見直し等で５億8,200万円余りを削減するなど、あらゆる分野で経費節減に努めてまいりました。

日本経済が長引くデフレから脱却できず、個人所得が年々減少していくなど、町の自主財源でもある税収も年々減少する中、今後も行政改革に積極的に取り組み、財源確保に努め、住民サービスの向上を図ってまいります。

次に、町を取り巻く国、都の行財政環境について申し上げます。

国の予算について申し上げますと、国の平成24年度一般会計予算の総額は、前年度当初予算に比較して2.2％減の90兆3,339億円で、６年ぶりに前年度を下回っております。これは、東日本大震災の復興予算を特別会計で計上したことや、基礎年金国庫負担の財源の一部を一般会計に計上しない交付国債で賄うという方法によるもので、これらの別枠分を合わせると実質的には過去最大の予算であります。

収入では、税収が前年度当初予算に比較して3.5％増の42兆3,460億円となり、２年連続で40兆円を超えておりますが、新規国債発行については平成23年度当初とほぼ同額の44兆2,440億円を計上し、当初予算ベースで３年連続して借金が税収を上回る状況となっております。

地方交付税については一般会計からの支出金、入口ベースでは1.1％減の16兆5,940億円と、２年連続の減額となりましたが、昨年と同様に規定の加算とは別枠で１兆5,000億円を増額し、これを含めた地方交付税の総額は、地方自治体に配分する出口ベースで0.5％増の17兆4,545億円となり、５年連続の増加となりました。

昨年９月に就任した野田総理大臣は、平成24年度予算を「日本再生元年予算」と位置づけ、東日本大震災からの復興、経済分野のフロンティアの開拓、分厚い中間層の復活、農林漁業の再生、エネルギー環境政策の再設計の５つの重点分野を中心に、日本再生に全力で取り組み、合わせて地域主権改革を確実に推進するとともに、既存予算の不断の見直しを行うこととしております。そのため社会保障税一体改革大綱を２月17日に閣議決定し、その柱として、消費税を平成26年４月に８％、平成27年10月には10％に引き上げるための関連法案を３月末の国会に提出するとしておりますが、民主党内からも増税に反対する意見が数多く出されるなど、法案が成立する見通しは全く立っておりません。

また、平成24年度予算の財源の裏づけとなる赤字国債発行に欠かせない特例公債法案など、平成24年度予算関連５法案も現在審議中ですが、衆参のねじれにより成立の目途は立っておらず、平成23年度と同様に成立が年度内にずれ込むことは必至の状況といえます。

民主党が迷走を繰り返したことの象徴として子ども手当がありますが、与野党協議の末、新たに子どものための手当として、３歳未満には月額１万5,000円、３歳以上小学校終了前までは第１子、第２子に月額１万円、第３子以降は月額１万5,000円、中学生には月額１万円を支給し、新たに所得制限を設けて、年少扶養控除の廃止等により手取り減に対応するため、月額5,000円を支給することとしております。しかし、この手当の費用負担を国、地方２対１の割合で恒久化するなど本来のマニフェストと大きく異なる結果となっております。

このことに限らず民主党のマニフェスト違反といえる政策が次々に出されましたが、その最大のものが先ほど申し上げました消費税率の引き上げであります。高齢化の進展に伴う高齢者数の増加により、年金、医療、介護等の社会保障関係費用は増加する一方であり、国民負担で対応するべき問題であり、とても一朝一夕に解決できることはないと思いますが、日本経済の現況と今後の世界情勢を展望したときに、上向きかけた景気に水を差すような消費税率の引き上げは国民の理解を得られるのか疑問であります。与野党とともに被災地の復興、原発事故の収束はもとより、国民の生活を第一に考えた論争を期待するものであります。

次に、東京都の財政状況について申し上げます。

平成24年度予算の編成にあたって、都財政は企業収益の回復の遅れなどを受け、歳入の根幹である都税収入は、５年連続の減少となっており、この先も税収の好転は期待しにくい状況ですが、都民の安全・安心を取り戻す確かな手立てを講じることはもとより、東京の成長と発展に向けて都市インフラ整備など、これまで進めてきた施策をさらに前進させ、高度な防災都市づくりやエネルギー戦略など新たな課題にも果敢に取り組むとしております。

そして、去る１月20日に発表されました平成24年度の東京都予算原案では、１．厳しい財政環境が続く中にあっても、将来に向けて施策を支え得る財政基盤を堅持するため、施策の効率性や実効性を向上させる取り組みを徹底し、歳出総額の抑制を図る。２として、直面する難局を乗り越え、都民の安全・安心を取り戻すとともに、東京の成長と発展に向けた戦略的な取り組みを進めるため必要な施策を厳選し、限られた財源を重点配分するとしております。

この平成24年度東京都一般会計の予算規模は、前年度に比較して1.4％、870億円減の総額６兆1,490億円で、４年連続の減額予算となりました。

予算のポイントとしては、直面する難局を乗り越え、東京のさらなる発展へと歩みを進める取り組みとして、東日本大震災の影響、海外経済の減速などにより、いまだに厳しい環境に置かれている都民生活に、安全・安心を取り戻すため、都市インフラ整備と東日本大震災を踏まえた防災対策に重点的に配分をしております。

多摩島しょの振興については、八王子市に消防救急機動部隊、ハイパーレスキュー隊を設置し、多摩地域における就業支援拠点の整備などの新規事業のほか、スポーツ祭東京2013の開催推進など、2,429億円を計上しております。

とりわけ総務局が所管する市町村総合交付金は、税収が減収している中にあっても、平成23年度において448億円が交付され、平成24年度ではさらに５億円が上積みされ、453億円が計上されております。これは、国が地域の自主性と自立性を高め、地域住民が自らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革と位置づけている地域主権改革により、国や東京都から事務や権限が委譲されるなど、市町村の役割はますます高まっている中、厳しい財政状況に置かれている多摩島しょ地域の市町村に対して総合的な財政支援を行い、市町村行財政基盤の安定強化を図るためには支援が不可欠であるとの判断と、東京都市長会並びに東京都町村会からの強い要望により、制度創設以来７年連続して伸びているものであります。この市町村総合交付金は、当町の財政運営の根幹を支えるものでありますので、今後も予算の確保と増額について東京都町村会等、あらゆる機会を通じて強力に要望してまいりたいと考えております。

次に、平成24年度の町予算の基本的考え方について申し述べます。

このような社会経済状況の中、町財政における自主財源である税収は平成19年度以降５年連続して減少する見込みであり、地方交付税は国の財政事情により今後とも増額は期待できず、これまで以上に国、都に財源を依存していく状況は続いていくこと、将来の下水道事業債の償還を考え、これまでと同様に起債を利用した事業を制限することなどを考慮すると、平成24年度の財政環境も極めて厳しい状況にあるといえます。

しかしながら、第四期奥多摩長期総合計画「森世紀計画」を推進するため、行政改革大綱に基づき個々の事業を見直し、スクラップ・アンド・ビルドを徹底し、歳出全般の効率化を図るとともに、引き続き限られた財源をより一層重点的、効率的に配分するなど、職員一人ひとりが行政改革の必要性を認識し、一丸となって取り組んでいく必要があります。

平成24年度予算の基本的な考え方でありますが、１つとして、社会経済情勢の急速な変化を十分に見据え、限りある財源を重点的、効率的に配分して、住民に密接した重点施策を推進し、長期総合計画「森世紀計画」の実現を目指す。

２として、事務事業評価の実施、財政改革の推進、組織機構の見直しなど、行財政全般にわたる改革を実施し、身の丈に合った健全な行財政運営を推進することを基本として編成いたしました。

平成24年度の主要な事業について申し述べます。

東京都施設整備事業でございますが、建設局所管では、引き続き多摩川南岸道路関係で城山トンネルの掘削工事を継続して実施いたしますが、２月末現在で1,200メートルまで掘削が進み、全体の62％が完了しております。また、棚沢地域内では、国道からの取り付け道路及び多摩川横断橋架設工事に着手いたしました。この多摩川南岸道路の整備は、小丹波地区以西について、国道411号線の１路線のみに依存している当町にとって、災害時の住民の孤立化を防ぐ観点からも、早期に全線開通することを引き続き強く要望してまいります。

国道、都道の改良につきましては、安全対策工事のほか、老朽化した路面の打ち替えや落石防止工事を予定しており、砂防事業では、海沢地内で砂防関連の道路整備を行うほか、奥地区で急傾斜地の地滑り防止工事が行われる予定であります。

環境局所管では、引き続き多摩の森林再生事業や総合花粉症対策等を実施いたします。一昨年に引き続き昨年も猛暑の夏となり、その影響により、スギ、ヒノキの花粉は昨年と同様に例年を大幅に上回る大量発生が予測され、この対策として、根本的治療法の開発・普及やスギ林の伐採など、重層的な取り組みを行うことで花粉症患者の発生を抑制するとともに、林業の再生や森林機能の回復・向上を促進し、併せて多摩産材の利用拡大等の事業を行うものであります。

　産業労働局所管では、シカ被害対策として「第２期東京都シカ保護管理計画」に基づき、裸山を引き起こす原因であるシカを隣接県と連携して捕獲するなどの対策を引き続き実施いたします。また、林道の整備では、１路線の開設工事を予定しているほか、舗装等の改良工事を予定しております。

昨年の東日本大震災の影響で、道路上に落石があり、現在も通行止めが続いている都道日原鍾乳洞線につきましては、昨年、夏休みを迎えるにあたって、西多摩建設事務所を始め関係機関に通行止め解除の要望をいたしましたが、西多摩建設事務所で航空機により上空から撮影した画像を含めて詳細な調査を実施したところ、上部の岩盤に転石が無数にあり、いつ落石があってもおかしくない状況であるという説明を受けました。その後、８月にも前回を上回る落石があったことから、現在に至るまで通行止めが続いております。この問題につきまして、昨年中も何度か関連する東京都建設局、産業労働局及び水道局の各局長にお会いして対応をお願いし、今年の新年のあいさつに都庁を訪れた際にも、再度お願いをいたしました。各局長は、よく実情を理解していただきましたが、実際の現場の状況では、すぐに工事を開始できる状況になく、保安林ということもあり、産業労働局の治山工事として実施する方針であるとの報告をいただいております。現在、現地調査が終了し、林野庁の予算も活用して工事を行うため、予算確保を検討している状況であります。いずれにしても、この区間が通行止めの場合には、上流にある駐車場は使用できないことや、日原浄水場の維持管理が難しいという状況は、しばらく続くことが予想されます。このため、水道局多摩水道改革推進本部では、日原地区、大沢地区及び寺地地区の飲料水について、今後も安定的に供給できる方法についてさまざまな方法を検討しているとのことであります。

　次に水道局所管では、平成23年度中に契約が完了した境桧村地内、旧奥多摩工業社員寮跡地に建設する「新桧村浄水所」が、平成26年度中の完成を目指して本格的な工事が開始されます。そのほか都営水道一元化の実施に伴い、順次町内の水道施設のレベルアップとして、浄水施設の膜ろ過処理技術の導入や老朽化した施設の計画的な更新を行うため、古里駅前の旧古里出張所１階に現場事務所を開設し、町内の施設整備を進める予定であります。

　また、奥多摩湖の魅力を高め、色彩豊かな水辺環境の保全と再生への取り組みとして行っております、湖周辺の桜景観保全事業も継続して行うほか、奥多摩湖に流れ込む峰谷川等の河川部分に堆積している土砂の浚渫事業を新年度から継続的に実施いたします。

　平成22年度から実施している「民有林のモデル購入事業」につきましては順調に進んでいる模様ですが、所有地の確定などの諸条件の調整に時間がかかっていると聞いております。しかし、手付かずのまま荒廃が進み所有者が手放す意向を持つ森林を、東京都が購入し手を入れることで、将来にわたり都民の水がめである奥多摩湖の上流域の山林が適正に維持管理されることは、当町にとっても有意義なことであり、今後も継続して、また、今後は範囲を拡大して実施されることを期待しております。

　このほか、水道局所管事業でありますが、平成25年に開催される国民体育大会スポーツ祭東京2013年関連の諸事業の１つとして計画された、自転車ロードレースのゴール付近の整備計画につきましては、既に工事契約が完了し、今年の９月に予定しております国体プレイベントに合わせ、この夏ごろまでに完成する予定で工事を実施するとのことであります。この自転車ロードレースにつきましては、奥多摩町が事務局となり、出発が八王子市、あきる野市、檜原村を経て奥多摩湖が終点となる事業でございます。

　次に、奥多摩町の平成24年度予算の重点施策につきまして、「第４期奥多摩町長期総合計画」の施策の大綱に沿ってご説明を申し上げます。

　第１として、生涯を健康で楽しく豊かにささえあうまちづくり、住民参加（協働）の健康管理意識の高揚では、各種の検診、定期予防接種や相談等を充実し、自己の健康管理意識の高揚と普及啓発に努めるとともに、検診、受診の重要性を周知し、生活習慣病の発生の防止を図ります。

　平成24年度では、これまで実施してまいりました小児用肺炎球菌ワクチンの接種料金全額助成、ヒブワクチン接種料全額助成を継続して実施するとともに、中学生に対する子宮頸がん予防のためのワクチン接種事業を継続してまいります。また、女性特有のがん検診の受診率の向上のため、特定の年齢の女性を対象に無料クーポン券を配布する事業、及び65歳以上の高齢者を対象に肺炎球菌ワクチン接種に際し、１回当たり3,000円を限度に助成する事業についても継続して実施してまいります。

　平成23年度から始めました森林セラピー事業を活用して住民の健康づくりを推進するための事業を、引き続き財団法人おくたま地域振興財団と連携して実施いたします。

　高齢者が住み慣れた地域で、できるだけ長く暮らし続けることができるよう、地域支援事業における介護予防事業の内容を充実するとともに、地域包括支援センターの専門職員や町の保健師・管理栄養士による訪問体制を充実いたします。

　遠隔予防医療相談事業では、平成23年度にシステムの設置箇所を増やしたことから、参加者が徐々に増加しておりますが、住民皆様の健康管理に対する意識の高揚に大変役立っておりますので、引き続き参加者の増加に向けた取り組みを強化してまいります。

　奥多摩病院改革プランに基づき、病院の経営改善や地域医療体制の充実を図るとともに、給湯設備と加湿設備の改修事業を実施し、施設の充実を図ります。

　次に、世代をこえて楽しめる風土づくりでありますが、元気な高齢者を増やし、高齢者が生きがいを持って就業や社会活動へ参加できる場を確保するため、シルバー人材センター、老人クラブ等への支援を行うとともに、地域の生活館等を活用した高齢者ふれあいサロンづくりを積極的に推進いたします。

　次に、町ぐるみで支えあう福祉の推進であります。すべての町民が住み慣れた地域で健康で安心して暮らしていけるよう、地域福祉保健計画をもとに、住民参加による地域福祉社会づくりを推進し、民間団体等の人材の発掘、育成を図るとともに、高齢者や障がい者にやさしい生活環境を形成するため、在宅福祉サービスを充実いたします。

　児童福祉の充実では、次世代育成支援行動計画に基づき、すべての子どもが健やかに成長できるよう、家庭、地域、保育施設、学校、行政が協働し、それぞれの役割を認識しながら、子育てにかかわるさまざまなニーズに的確に対応し、地域や家庭において子育てしやすい環境を整備するため、総合的な少子化対策を推進いたします。

　病気の回復期にある児童を一時的に預かる病後児預かり事業を継続して実施し、仕事を持つ両親の経済的負担を軽減いたします。

　子ども家庭支援センターきこりんにおいて、総合相談事業を始めとする各種事業を積極的に実施するとともに、古里地区のワンストップサービス施設としての機能強化を図ってまいります。

　また、従来から少子化対策事業として実施しているインフルエンザ予防接種の助成、ファミリー・サポート・センター事業の利用助成、２子目以降の保育料の全額助成、学童育成料の２子目以降の助成、産後健康診査等費用の定額助成、学童保育の開所時間の繰上げ、ひとり親家庭・多子家庭に対するさまざまな助成、乳幼児や中学３年生までの児童・生徒に対する医療費の助成等を引き続き行ってまいります。

　さらに、これまで多子家庭への支援として行ってまいりました高校生の通学費の助成につきましても、平成24年度から子育て支援の拡充として第１子からの助成を実施するとともに、新規の支援策として不妊検査、治療への助成を開始いたします。

　平成22年度から支給されております子ども手当につきましては、平成23年10月から支給額が変更になり、平成24年度から子どものための手当として名称を変更しておりますが、内容につきましては先ほど申し上げたとおりでございます。

　私は、少子化と若者定住化を表裏一体のこととして、当町にとっての最重要課題であることを常に申し上げておりますが、これまで申し上げてきたさまざまな施策を通して、子どもを産み育てやすい環境の整備をより一層推進し、子育て世代の町外転出を防ぐとともに、転入の動機づけを行い、町内の出生者数の増加を図ってまいります。そのため、少子化対策普及啓発リーフレットの作成や、町ホームページの活用などを通じて、これら町独自の子育て支援制度をより多くの子育て世代の皆様はもとより、町内外の多くの方々に周知してまいります。

　また、新たに平成25年度からの５年間における町の子ども子育て・高齢者福祉・障がい者福祉等の基本理念と基本政策を定める地域保健福祉計画を策定いたします。

　障がい者の福祉の充実では、障がいを持つ方が住民の理解と協力のもとに、地域の一員として生き生きと暮らしていけるよう在宅サービスを充実するとともに、専門相談員による就労サポート事業を継続して実施して、在宅障がい者の自立と社会参加を促進してまいります。

　また、人口に対する自殺者の割合が高いことから、地域や職場、教育等の分野で自殺のサインに気づき、見守りを行い、専門相談機関へとつなぐ役割として、引き続きゲートキーパーの人材育成や自殺予防のリーフレットなどによる啓発等を実施いたします。

　高齢者福祉の充実では、在宅高齢者が地域の中で１人でも安心して、安全に暮らしていけるよう、高齢者見守り相談事業を引き続き社会福祉協議会に委託し実施するほか、福祉モノレール整備や人にやさしい道づくり整備事業、高齢者世帯のごみ手数料の減額、高齢者外出支援サービス事業や高齢者自立支援住宅改修給付事業、高齢者福祉地域支援事業、高齢者緊急通報システム事業等を引き続き実施してまいります。

　また、平成24年、25年の２カ年にわたり、白丸のグリーンウッド奥多摩の施設改修に対して助成を行ってまいります。

　介護保険事業では、高齢者日常生活圏域におけるさまざまな住民ニーズ調査等の結果を基に策定した第５期介護保険事業計画に基づき、これから３年間の事業運営を行ってまいります。

　国民健康保険事業では、健全財政の確保のため、改定した国保税を効率的に運用するため、引き続き予防医療の充実及びジェネリック薬品の普及促進を図り、給付費の抑制に努めてまいります。

　後期高齢者医療制度については、今後見込まれている国の制度改正に適切に対応するとともに、現行制度の健全な運営を図っていくため、今年度中に適切な料金を決定してまいります。

　次に、奥多摩○（まる）ごと元気、自然とともによみがえる環境では、西秋川衛生組合への加入に伴い、これまで行ってきたごみの資源化、減量化をより一層推進するとともに、ごみの分別収集と資源化の必要性について住民皆様に理解していただくよう説明会を開催いたします。公害防止に努めるとともに、ごみの収納庫や不法投棄防止のための看板の設置、自治会や地域の各種団体と協働してリサイクル活動や資源回収を積極的に推進し、ごみのないきれいなまちづくりを進め、地域特性を活かした環境づくりに努めてまいります。

　住民の方々の葬儀に際し、ご家族の負担を軽減するため、引き続き火葬場利用料に対する補助を継続するとともに、斎場についてさまざまな角度から検討してまいります。

　一般財団法人おくたま地域振興財団が行う森林セラピー事業をさらに推進し、事業の拡大により地域経済の振興、発展を図ってまいります。

　次に、豊かな人情（こころ）かよう町では、若者の定住化と地域の活性化を推進するため、引き続き「若者定住応援条例」により利子及び補助金を支給するほか、定住を促進するため住宅地への道路整備、宅地の分譲、空き家バンク事業の充実とともに、引き続き日照確保対策事業を行い、より快適な住環境を提供することで定住化を一層推進してまいります。

　水道管路の更新や浄水施設の整備など、東京都が行う水道事業に積極的に協力するとともに、水道事業の円滑な管理運営を支援してまいります。また、５地区の簡易給水施設について、安全な水を安定的に供給するため、現有施設の良好な維持管理に努めるとともに、住民皆様により質の高い水道水を供給するため、東京都に今後要望してまいります。

　下水道事業では、早期に全町水洗化を実現するため、奥多摩処理区公共下水道事業や市町村設置型浄化槽整備事業を、大丹波地区と海沢地区の一部、大氷川地区を対象に延長9,700メートルの管渠敷設等の工事を行います。新たな供用開始区域の拡大につきましては、大丹波地区の一部と白丸地区、氷川・初縄田地区についての供用開始を予定しております。

　一方、これと並行して下水道管渠の敷設が困難な地域で実施している市町村設置型合併浄化槽整備事業につきましては、平成23年度におきまして、全地域で完了をいたしました。今後、実施されていない住宅について整備を促進してまいりたいと考えます。既に供用を開始している小河内処理区公共下水道施設や日原・大沢などの町設置の浄化槽の適切な維持管理を図り、生活環境の改善と公共水域の水質保全に努めてまいります。

　次に、人情（こころ）かよわせ暮らしの安全対策でありますが、東日本大震災や昨年の大型台風での災害を踏まえ、各地域の拠点である小学校、中学校の敷地に大型の防災倉庫を設置し、食糧、飲料水、発電機、簡易トイレ、寝袋、避難用マット、移動かまど等の備品を配備し、災害時における住民皆様の安全・安心を確保いたします。全自治会に自主防災組織を設置するよう推進し、消火栓の維持管理、消防設備の整備を図るなど総合的な防災体制を推進してまいります。

　長畑地区の東京都教員住宅を購入し、災害用職員住宅として整備し、災害時に即応できる体制を整えます。

機能的な道路建設の推進では、松葉穴沢線、八桑北線、一付線、白丸丸の内線を継続実施するほか、大丹波入屋ヶ谷線、小河内峰谷線などの整備を実施いたします。

安全で快適な環境づくりに配慮した道路改良の推進では、町内全域の道路維持補修工事のほか、夫婦橋ほか３橋の耐震補強、補修設計、草木沢橋補修設計、下り峰線舗装工事、梅久保中山線落石防護網設置工事、道路反射鏡の設置工事等を行い、安全・安心な道路橋梁の整備を推進してまいります。

　次に、豊かな自然に育まれるまちづくりでありますが、自然から学ぶ奥多摩っ子の育成では、次世代を担う子どもたちのため、現在推進している小学校・中学校の連携をさらに推進し、各種行事の合同実施を図るとともに、町内の小学校、中学校のあり方について、将来を見据えた検討を行い、よりよい教育の実現を目指してまいります。

　基礎学力を育む教育の推進や部活動の参画機会の拡大として、児童・生徒を対象とした交流学習等を行ってまいります。基礎学力を育む学校づくり推進事業を継続して実施し、児童・生徒の基礎学力の向上を図ります。

　自然を生かした教育の推進として、体験学習等に町内の自然体験施設等を活用し、地域に根ざした特色ある学校教育を推進いたします。

　子どもたちが木のぬくもりを感じながら意欲的に学習に取り組む環境を整備するため、小学校の木質化整備事業を継続するとともに、中学校でも木質化事業を実施いたします。体力の向上と快適な教育環境の実現を目指し、古里小学校校庭の一部の芝生化、中学校特別教室等にエアコンを設置いたします。そのほか、氷川小学校校舎外壁等改修等工事を行い、子どもたちが安全で充実した学校生活を送れるようにいたします。

　次に、地域（まち）と人材（ひと）を活かした共育（きょういく）でありますが、幼児教育に対するニーズに応えるため、子ども英会話教室、親子ふれあい体操教室、家庭教育に関する講座の実施などにより、子育てしやすい環境を確保し、家庭教育を推進してまいります。

　芸術を通して親子のふれあいと幼児教育の充実を図るため、親子芸術鑑賞事業、人形劇公演鑑賞事業を実施してまいります。

　英会話教室、中国語会話教室や生涯学習講演会を開催し、幅広い学びの機会を提供いたします。

　学校施設の開放、社会体育施設の有効利用により、地域スポーツの環境づくりを進め、地域におけるスポーツ指導者の育成・登録制度を推進するとともに、体育協会、青少年スポーツ団体などを支援してまいります。安全で快適な環境でのびのびとスポーツ等に打ち込める体制を整備するため、登計原の奥多摩総合運動公園グラウンドの芝生化を実施いたします。

　平成25年の国民体育大会2013スポーツ祭東京のプレイベントとして、９月に開催する都道府県対抗自転車競技大会の実施に向け、事務局として関係機関との交渉に当たるとともにコース及び会場等の設計を実施いたします。

　洋上セミナーの実施、小学生スキー教室の開催、放課後子ども教室による異なる世代との交流、講演会の開催などを通じて青少年の健全育成を推進いたします。

　国際交流事業の推進では、引き続き中学生の海外派遣事業を実施するとともに、外国文化の受入態勢、語学教育の充実を図ります。また、友好交流を行っている「中国淳安県」との交流活動として、訪問団派遣事業を実施いたします。

　人々の交流促進につきましては、引き続き結婚対策事業の推進として、３カ町村若者交流事業を隣接自治体との共同により実施いたします。

　次に、おくたま文化の公開と活用でありますが、水と緑のふれあい館や青目立不動尊休み処を活用して、国指定の有形民俗文化財である小河内の山村生活用具等の展示を行います。

　地域文化や芸術の振興のため、美術館、森林館の運営を行うとともに、教育文化活動奨励金や文化団体連盟への助成を行い、教育文化活動の支援に努めてまいります。

町内の芸術家の作品に直接触れる「体験するワークショップ」などを通して、子どもたちの情操を培い、新たな観光資源の発掘につなげていくため、引き続き「おくたまアートクラフトフェスティバル」を実施いたします。

　次に、体験と交流のまちづくり「どうよ山の暮らし」、新たな観光戦略の展開・推進では、奥多摩町観光ビジョンに基づく観光振興のあり方や振興施策を踏まえ、今後とも観光振興を一層推進するとともに、国民宿舎鳩ノ巣荘の建て替えのための実施設計を行い、現施設の解体撤去を行います。

　観光資源の活用と充実のため、各所に観光案内板を設置するとともに、日原観光トイレの改修、氷川キャンプ場バーベキュー施設整備を実施いたします。

　もえぎの湯に木質バイオマスボイラー導入に伴い、その燃料となる木材チップを安定的に供給する間伐材利用の循環システムの構築を目指します。

　交流観光の推進として、山里歩き絵図や改訂した観光パンフレットを活用し、散策する観光を積極的に推進するとともに、町の釣り場を始め、指定管理者制度により活性化された多くの施設を活用し、滞在型交流観光を推進いたします。グリーンツーリズム事業を推進するため、体験農園の滞在型施設ラウベを増設し、地域と協働して管理運営する体制を充実してまいります。

　観光交流イベントの推進として、奥多摩ふれあいまつり、奥多摩セラピーウォーク、山のふるさと村音楽祭などを実施いたします。

　商工業事業者の支援のため、小口事業資金融資制度を活用し、運転資金及び設備資金融資の斡旋を行うとともに、中元大売出し、歳末大売出しへの助成を行い、商店街の活性化を図ります。

　平成23年度中に設立する新たな一般財団法人により、小河内地域の振興を図ってまいります。

　次に、森林（もり）を核とした地域産業の創造・推進では、多摩の森林再生事業及び花粉症発生源対策事業を継続して推進し、森林環境の整備と森林資源の活用、森林資源の循環型産業の育成を図り、環境と融和した林業の創造を目指してまいります。

　一般財団法人おくたま地域振興財団による森林セラピー事業をより発展させ、町の特性である豊かな森林環境を基盤とした総合的な地域振興を推進するため、年間を通してセラピーガイド養成講習会や体験ツアーの開催等を実施できるよう協力してまいります。

　林道の整備では、大沢イヤ入線、川井熊沢線、槐木線林道の改良工事を行うとともに、平成23年台風15号による林道災害復旧工事、応急治山工事を行います。

　地場産業の振興では、商標登録をした治助いものブランド化を図り、地域振興の核となるような栽培面積の拡大や収穫量の増加を目指すほか、特産物であるワサビ栽培の後継者育成対策として「奥多摩ワサビ塾」事業を継続してまいります。

　獣害対策として、シカ緊急捕獲事業、ワサビ田防護網設置事業、シカ被害跡地復旧造林事業、警戒システムの整備を継続的に実施するとともに、シカ捕獲数の増加とシカ肉の有効活用を目的に、人家周辺でシカを捕獲するための機材を購入し、安定供給を図ってまいります。

　水産業の振興対策として、町営の釣り場において親子釣り体験教室を引き続き開催いたします。

　次に、自立してともに生きるまちづくりでありますが、時代に即応した新たな住民自治の創出では、優良な宅地の分譲、空き家の活用を推進し、総合的な若者定住化対策を行うほか、住民の身近な移動手段であるバス路線の確保とＪＲ青梅線の利便性の向上など、公共交通機関の充実に努めるとともに、高齢者等の交通弱者への対策を検討してまいります。

　管理職を含めた全職員が受付窓口、電話等での対応に、より質の高い接遇ができるよう、職員研修を実施し、資質の向上に努めることで役場全体のサービスの充実を図ってまいります。

　各自治会に設置している集会施設の改修に対する補助金を充実させ、自治会だけでは対応できない事業に助成を行うとともに、住民提案型のまちづくり支援制度として「身近なまちづくり推進事業」を継続実施し、地域の活性化と自主的なコミュニティ活動の推進を図ってまいります。

　次に、活力ある行政運営でありますが、「第３次奥多摩町行政改革大綱及び実施計画」に基づき、「しごとの改革」、「ひとの改革」、「しくみの改革」の３つの柱を連携させ、より質の高い行政運営と行政サービスの充実・向上を目指すとともに、その内容を毎年公表し、行政情報の提供と透明性の確保を推進いたします。

　今後の役場組織については、地方分権に伴う基礎的自治体の役割の増大や住民ニーズの多様化に対応して、簡素で効率的な行政組織を構築するため、組織機構の見直しや職員定数の見直しを行い、住民との協働により行政を推進してまいります。

　次に、身の丈にあった健全な財政運営でありますが、人口減少に伴い、税収や地方交付税の減少が予測される中で、身の丈にあった財政運営を行うため、公平・公正を基本として、歳入歳出の一層の見直しを図り、健全で効率的・効果的な財政運営を図ります。

　次に、平成24年度の予算案について申し上げます。

　平成24年度の予算規模は、一般会計総額59億万円で、前年度に比較して１億4,200万円、2.5％の増となっております。歳入の主な増減は、町税で2,226万4,000円、3.1％の減、国庫支出金1,627万4,000円、12.7％の減、都支出金１億1,252万1,000円、4.8％の増、地方消費税交付金290万1,000円、4.2％の減、分担金及び負担金2,221万8,000円、90.4％の増、繰入金7,700万、47.6％の増、諸収入1,125万7,000円、2.5％の増などであります。

　一般会計の歳出の主な事業として、国民宿舎鳩ノ巣荘実施設計委託料、同施設解体撤去費、防災備品等購入、町道や林道の新設・改良、少子化対策関連施策を実施してまいります。また、奥多摩処理区公共下水道の供用区域の拡大に伴い、この地域における生活館、公衆トイレ等公共施設の排水を下水道に接続するための工事についても引き続き予定してまいります。

　東京都から受託して行う花粉症発生源対策事業、多摩の森林再生事業などの森林整備事業、食害の原因となるシカの捕獲事業も引き続き推進してまいります。

　繰出金につきましては、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、下水道事業特別会計、病院事業会計の５つの特別会計に対して、合計で８億4,054万7,000円を繰り出しいたします。

　次に、特別会計であります。

　都民の森管理運営事業特別会計総額は、6,800万円で、前年度に比較して400万円、5.6％の減であります。

　山のふるさと村管理運営事業特別会計総額は、１億6,100万円で前年度と同額であります。

　国民健康保険特別会計総額は、８億8,400万円で、前年度に比較し5,600万円、6.8％の増で、保険給付費の増が主なものであります。

　後期高齢者医療特別会計の総額は、２億2,000万円で、前年度に比較し800万円、4.1％の増であります。

　介護保険特別会計総額は、７億4,700万円で、前年度に比較し1,000万円、1.4％の増であります。

　下水道事業特別会計総額は、12億3,900万円で、前年度に比較し7,500万円、6.4％の増であります。

　次に、企業会計でありますが、病院事業会計は歳出ベースで５億2,700万円、前年度に比較し2,307万2,000円、4.7％の減で、エレベーター交換工事が完了したための減であります。

　以上、８会計の予算総額は、歳出ベースで97億2,800万円、前年度に比較して２億6,392万8,000円、2.8％の増となっております。引き続き大変厳しい財政環境の中ではありますが、東京都関係局のご理解とご支援により、必要額を見込んだ予算編成としております。

　次に、今定例会に提案いたします案件について申し述べます。

　議案第１号でありますが、奥多摩町暴力団排除条例は、平成23年10月１日に東京都暴力団排除条例が施行されたことに伴い、都内全区市町村で条例を制定し、社会全体で暴力団を排除する取り組みを進めるため、暴力団排除活動に関し基本理念を定め、町及び町民等の責務を明らかにするとともに、暴力団排除活動を推進するための措置等を定めることを目的に制定するものであります。

　議案第２号　奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例は、地方税法及び地方法人特別税に関する暫定措置法の一部を改正する法律等の施行に伴い条例を改めるもので、平成25年４月からのタバコ税の税率改定、平成26年度から10年間の期限で住民税の均等割に500円を加算する規定等を整備するものであります。

　議案第３号　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例は、国民健康保険税の税率等を改め、給付に見合った負担を加入者の皆さんに求めるものであります。

　議案第４号　奥多摩町介護保険条例の一部を改正する条例は、平成24年から３年間の介護保険事業の運営に必要な保険料を確保するため、低所得者に対する負担の軽減に合わせて全体の負担構成の均衡を図ることを目的に、保険料率を定めるものであります。

　議案第５号　奥多摩町介護保険地域支援事業利用者負担条例の一部を改正する条例は、介護保険法等の一部を改正する法律の規定に基づき、新たな介護保険予防のためのサービスを実施するための規定を整備するものであります。

　議案第６号　奥多摩町公営住宅使用条例の一部を改正する条例は、地域主権一括法の施行に伴い、公営住宅の使用者の資格、同居親族要件の特例について、町条例で定める必要があるため整備するものであります。

　議案第７号　奥多摩町下水道条例の一部を改正する条例は、公共下水道への放流水質の基準について、法律等の改正に基づき、これをこれまでより緩和するための規定を整備するものであります。

　議案第８号は、平成３年台風12号による奥多摩町救難緊急措置条例を廃止する条例は、被害を受け救済資金を借りた方の償還が終了したため、条例を廃止するものであります。

　議案第９号は、東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約は、都内62区市町村で構成する東京都後期高齢者医療広域連合へ納付する区市町村の分賦金について、平成24年、25年度の２カ年に限り新たな負担項目を追加するための規約の変更であります。

　議案第10号　東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の一部を変更する規約は、平成24年４月１日から新たに多摩川衛生組合を加入させるとともに、組合の管理者を東京都町村議会議長会会長の職にある者を充てることとした規約の変更であります。

　議案第11号から議案第18号までは、平成23年度の一般会計、特別会計、企業会計の計８会計の最終補正予算案であります。

　議案第19号から議案第26号までは、平成24年度の一般会計、特別会計、企業会計の計８会計の当初予算案であります。

　議案第27号　町道路線の廃止については、道路法の規定に基づく３路線の廃止であります。

　議案第28号　町道路線の認定については、道路法の規定に基づく６路線の認定であります。

　議案第29号から議案第31号までの３件については、町の公共施設の指定管理者について、当初の指定期間であったおおむね３年間の期間が、この３月31日で満了することから、それぞれの指定管理者だったものを再度指定することについて議会の議決を求めるものであります。

　議案第32号　非常用発電機等購入契約については、住民の安全安心を確保するため、21自治会の29の生活館等に配備する非常用発電機等の備品を購入するため、議会の議決を求めるものであります。

　議案第33号から議案第36号までは、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その16から19までの４件の工事案件について、契約金額等の変更に伴う工事請負契約の変更について議決を求めるものであります。

　以上、36件と大変多くの案件となっております。これら具体的な議案の内容につきましては、副町長を始め所管の課長からご説明をさせていただきますが、いずれの議案につきましても、町の事務事業を執行していく上で欠くことのできない重要なものでありますので、ご審議の上、ご決定いただきますようお願い申し上げます。

　終わりにあたりまして、私は、冒頭に申し上げましたが、多くの町民皆様から負託を受け、２期８年間町政運営に全力投球をしてまいりました。しかしながら、厳しい社会経済状況は依然として続いており、今後も予断を許しません。このような状況から、当町のような小さな自治体の行財政運営はなお一層厳しさを増すことから、第四期奥多摩町長期総合計画を基本として、生涯健康で自立してともに生きる奥多摩町を確立するため、私は、身の丈にあった簡素で効率的な町政運営を継続するため、東京都の支援により財源の確保を図り、町独自の施策の推進により、最重要課題である若者の定住化対策、子ども子育て支援、観光産業の振興、教育環境の整備、住民の安全・安心の確保等、住民皆様と協働して、将来に向かい希望と誇りの持てるまちづくりに、これからも粉骨砕身、全力でまい進していく覚悟であります。

　また、この８年間の内容、あるいは今後の動向等を含めて、今議会で前田議員から一般質問を受けておりますので、その際には、私自身が考えていることにつきましても、もう少し詳しく表明をさせていただきたいというふうに思っております。

　議員各位並びに住民皆様方のより一層のご支援、ご協力を心からお願い申し上げまして、平成24年第１回奥多摩町議会定例会の開会にあたっての、私の施政方針とさせていただきます。

○議長（清水　典子君）　以上で、町長のあいさつ及び施政方針表明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって午後１時から再開といたします。

午前11時58分　休憩

午後 １時00分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより議案審議に入ります。

　日程第６　議案第１号　奥多摩町暴力団排除条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第１号　奥多摩町暴力団排除条例につきましては、新規の条例制定となります。

提案のご説明を申し上げます。

　理由でございますが、東京都内で勢力を広める暴力団の脅威から、住民や事業者の安全で安心した生活を確保するため、東京都暴力団排除条例（平成23年東京都条例題54号）が平成23年10月１日に施行されたことに伴い、都内全区市町村で条例を制定し、社会全体で暴力団を排除する取り組みを進める必要があるためでございます。

　全国的には暴力団勢力は減少傾向にあるものの、都内では逆に増加している現象が見られます。特に山口組の人員が急激に増加しており、対立抗争の28％は都内で起きております。また、暴力団が資金源を確保するため、公共事業等への参入の事例が見られることから、条例を整備することにより弱みをつくらない町であることを知らせるものでございます。

　新規条例でございますので条文を朗読し、説明とさせていただきます。

奥多摩町暴力団排除条例。

（目的）第１条、この条例は、町における暴力団排除活動に関し、基本理念を定め、町及び町民等の責務を明らかにするとともに、暴力団排除活動を推進するための措置等を定め、もって町民の安全で平穏な生活を確保し、及び事業活動の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定義）第２条、この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

第１号、暴力団、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

第２号、暴力団員、法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

第３号、暴力団関係者、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。

第４号、町民等、町民及び事業者をいう。

第５号、事業者、事業（その準備行為を含む。以下同じ。）を行う法人その他の団体又は事業を行う場合における個人をいう。

第６号、暴力団排除活動、暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより町民の生活又は町の区域内の事業活動に生じた不当な影響を排除するための活動をいう。

（基本理念）第３条、暴力団排除活動は、暴力団が町民の生活及び町の区域内の事業活動に不当な影響を与える存在であることの認識の下、暴力団と交際しないこと、暴力団を恐れないこと、暴力団に資金を提供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本として、町及び町民等の連携並びに協力により推進されなければならない。

（町の責務）第４条、町は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、町民等の協力を得るとともに、警察その他の関係機関（以下「警察等」という。）との連携を図りながら、暴力団排除活動に関する施策を推進するものとする。

（町民等の責務）第５条、町民等は、基本理念に基づき、次に掲げる行為を行うよう努めるものとする。

第１号、暴力団排除活動に資すると認められる情報を知った場合には、町又は警察等に当該情報を提供すること。

第２号、町が実施する暴力団排除活動に関する施策に参画又は協力すること。

第３号、暴力団排除活動に自主的に、かつ、相互に連携して取り組むこと。

（不当要求行為に対する措置）第６条、町は、暴力団関係者から職員に対して法第９条第15号から第20号までに掲げる行為その他の違法又は不当な要求があった場合には、これを拒否するとともに、公務の適正かつ円滑な執行を確保するために必要な措置を講ずるものとする。

（町の事務事業にかかる暴力団排除措置）第７条、町は、公共工事その他の町の事務又は事業により、暴力団の活動を助長し、又は運営に資することとならないよう、町が締結する売買、賃借、請負その他の契約（以下「町の契約」という。）及び公共事業における町の契約における相手方と下請負人との契約等、町の事務又は事業の実施のために必要な町の契約に関連する契約に関し、暴力団関係者の関与を防止するために必要な措置を講ずるものとする。

（町が設置する公の施設における措置）第８条、町長若しくは町教育委員会又は指定管理者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者で町が設置する公の施設を管理する者をいう。）は、公の施設の使用又は利用（以下「使用等」という。）が暴力団の活動を助長し、又は運営に資することとなると認めるときは、当該公の施設の使用等の承認（以下「承認」という。）について定める他の町条例等の規定にかかわらず、承認をせず、又は承認を取り消し、若しくは使用等の中止を命じることができる。

（広報及び啓発）第９条、町は、町民等が暴力団排除活動の重要性について理解を深めることにより暴力団排除活動の気運が醸成されるよう警察等と連携し、広報及び啓発を行うものとする。

（町民等に対する支援）第10条、町は、町民等が暴力団排除活動に自主的に、かつ、相互に連携して取り組むことができるよう、警察等と連携し、町民等に対し、情報の提供、助言等の支援を行うものとする。

（青少年の教育等に対する支援）第11条、町は、青少年（18歳未満の者をいう。以下同じ。）の教育又は育成に携わる者が、青少年に対し、暴力団に加入すること及び暴力団員による犯罪被害を受けることがないよう、指導、助言等の措置を講ずることができるよう、警察等と連携し、情報の提供、助言等の支援を行うものとする。

（委任）第12条、この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附則といたしまして、この条例は、平成24年４月１日から施行するものでございます。

また、この条例に合わせまして、平成23年12月9日付で、町は、奥多摩町契約における暴力団等排除措置要綱を、町の要綱第30号として制定をいたしまして、平成24年４月１日から同時に施行をする予定でございます。

また、近隣の状況でございますが、西多摩地区８市町村では、いずれも本定例会におきまして条例制定の提案を行うこととなっております。

十分なるご審議をいただきまして、ご理解の上、ご同意を賜りますようお願いを申し上げまして、提案の説明といたします。

○議長（清水　典子君）　以上で、説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第１号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第１号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第１号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第６　議案第１号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第１号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第７　議案第２号　奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。住民課長。

〔住民課長　浜野　武雄君　登壇〕

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第２号　奥多摩町町税賦課徴収条例（昭和30年条例第29号）の一部を改正する条例について、提案理由及び内容をご説明いたします。

　理由ですが、経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための地方税法及び地方法人特別税に関する暫定措置法の一部を改正する法律（平成23年法律第115号）及び東日本大震災からの復興に関し、地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保にかかる地方税の臨時特例に関する法律（平成23年法律第118号）の２つの法律が、いずれも平成23年12月２日に公布され、このため、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する必要が生じたため、でございます。

　改正内容につきましては、経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る観点から、個人住民税における退職所得の10％税額控除の廃止、地方たばこ税の税率の変更を行おうとするものです。

　また、本条例の改正に直接影響しませんが、地方税法の法制の請求期間が１年から５年へと延長等が行われ、納税環境の整備が行われました。

また、東日本大震災からの復興を図ることを目的として、全国的に、かつ緊急に地方公共団体が実施する防災のための施策に要する費用の財源を確保するため、臨時の措置として個人住民税の均等割の標準税率について特例を定めるものでございます。

それでは、条例改め文もございますが、別紙の新旧対照表により改正内容につきましてご説明いたします。新旧対照表１ページをごらんください。

　第97条、たばこ税の税率は、1,000本につき「4,618円」を644円引き上げ、1,000本につき「5,262円」に改めるものでございます。平成25年４月１日以後に売り渡しが行われた普通たばこからとなります。たばこ税は、地方たばこ税内の都道府県たばこ税を1,000本につき644円引き下げ、市町村たばこ税を1,000本につき644円引き上げるもので、都道府県と市区町村間の調整を行うものでございます。

　たばこ税全体の税率は据え置きとなっております。これは、法人税の改正による法人実行税率の引き下げと、課税ベースの拡大に伴う都道府県と市町村間の増減収の調整を行うものでございます。

　附則、第７条、町民税の分離課税に係る所得割の額の特例等は削除。この規定は、退職所得の分離課税の規定で、昭和42年から退職所得にかかる個人住民税が翌年度課税から現年度課税に変更されたことにより、税額相当にかかる運用益が失われることなどの理由から、当分の間の暫定措置で、10％の当時の金利水準を考慮して決定されたという経緯がございます。この特例措置を平成25年１月１日から本則課税に戻し、廃止するものでございます。

　附則、第14条の２、たばこ税の税率の特例は、いわゆる旧３級品たばこ、1,000本につき「2,190円」を305円引き上げ、1,000本につき「2,495円」に改めるものでございます。この規定は、第97条の普通たばこと同様に地方たばこ税間の税率の変更を行うものでございます。

　附則、第20条、東日本大震災に係る雑損控除額等の特例は、雑損控除等にかかる災害関連支出の対象期間が、大規模な災害その他やむを得ない事情がある場合には、「災害が止んだ日の翌日から１年以内」を「災害が止んだ日の翌日から３年以内」にした支出であれば対象となることへ改めるものでございます。

　次の２ページをお開きください。

　第２項については、生計を一にする親族の資産についても同様とする規定でございます。

　附則、第21条、東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例は、地方税法の改正に伴い条文中の地方税法附則第45条第２項が１項繰り下がり、第３項となるものでございます。

　附則、第23条、個人の住民税の税率の特例等を新たに加えるものです。平成26年度から平成35年度までの10年間に限り、個人の町民税の均等割額3,000円に500円を加算し「3,500円」とする規定です。都民税の均等割額1,000円にも500円加算するため、住民税の均等割額「3,000円」を「4,000円」とするものです。

　この増税分は、このたびの大震災を教訓として全国的に緊急に実施する必要が高く、即効性のある緊急防災、減災事業の施策に限定されています。復旧復興のための財源は、次の世代に負担を先送りすることなく、今を生きる世代全体で連帯し負担を分かち合うことを基本とするものでございます。このようなことから、期間を10年としているところです。

　本来、住民税は普通税であり、充当先を指定されるものではございませんが、より多くの方から浅く広く負担していただくことでは、住民税の均等割額が最適と考えられたためでございます。

　改正附則でございます。施行期日、第１条、この条例は公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

　第１号の退職所得の規定については平成25年１月１日から、第２号に規定するたばこ税にかかる改正部分については平成25年４月１日、第２条及び第３条のそれぞれの経過措置の規定については記載のとおりでございます。

　以上、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただきます。ご審議の上、ご決定を賜りますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で、説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第２号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第２号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第２号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第７　議案第２号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第２号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第８　議案第３号　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。住民課長。

〔住民課長　浜野　武雄君　登壇〕

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第３号　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の提案理由及び内容をご説明いたします。

　理由ですが、国民健康保険税の税率等を改めるため、規定を整備するものです。

　改正の内容ですが、奥多摩町国民健康保険運営協議会の答申に基づき、増加傾向にある保険給付費に対応するため、基礎課税分である医療給付費分、後期高齢者支援金等分及び介護納付金分の所得割の税率及び均等割額を改めることが主な改正内容でございます。

　今回の改正は、国民健康保険会計における保険給付費等の推移を算出し、一般会計からの繰入額が極力小さくなるよう、また、後期高齢者医療保険料及び介護保険料の見直し、並びに西多摩地区各市町村の税率等を勘案し、各被保険者の負担をも考慮しつつ税率等を定めるものです。平成24年度は、後期高齢者支援金等分及び介護納付金分を改定し、平成25年度は基礎課税分を改定することにより被保険者の急激な負担増を避けるものです。これにより、保険税課税総額が平成23年度に比較し、平成24年度では5.8％、平成25年度では12.3％の増額となる見込みです。

　それでは、新旧対照表により改正内容につきましてご説明いたします。

　新旧対照表５ページをごらんください。

　第３条（国民健康保険の被保険者に係る所得割額）基礎課税分で医療給付費は「100分の4.40」を100分の0.40引き上げ、「100分の4.80」に改め、次の第４条で、前条の医療給付費分の均等割額「２万円」を2,000円引き上げ「２万2,000円」に改めるものです。

　第５条（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額）、後期高齢者支援金等分は「100分の1.03」を100分の0.27引き上げ「100分の1.30」に改めるものでございます。

　第６条で、前条の後期高齢者支援金等分の均等割額「6,700円」を1,300円引き上げ「8,000円」に改めるものでございます。

　第７条（介護納付金課税被保険者に係る所得割額）、介護納付金分は「100分の1.10」を100分の0.20引き上げ「100分の1.30」に改めるものでございます。

　第８条で、前条の介護納付金分の均等割額「１万円」を1,000円引き上げ「１万1,000円」に改めるものです。

　６ページをお開きください。

　第９条、第12条、８ページの第13条、第17条及び次の９ページの第19条は、今回の改正に伴い文言の整理等を行うものでございます。

　第20条（国民健康保険税の減額）の規定は、第１号は、総所得金額等の合計額が33万円を超えない世帯に係る軽減割合、７割の軽減額を、それぞれの均等割額の軽減額に改めるものです。

　次のページをお開きください。

　第１号アの医療給付費分の均等額１人について「１万4,000円」を「１万5,400円」に改め、同号イの後期高齢者支援金等分の均等割額１人について「4,690円」を「5,600円」に改め、同号ウの介護納付金分の均等割額１人について「7,000円」を「7,700円」に改めるものでございます。

　第２号は、総所得金額等の合計額が33万円に、納税義務者を除く被保険者及び特定同一世帯所属者１人について24万5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る軽減割合５割の軽減額を、それぞれの均等割の軽減額に改めるものです。

　第２号アの医療給付費分の均等割額１人について「１万円」を「１万1,000円」に改め、同号２の後期高齢者支援金等分の均等割額１人ついて「3,350円」を「4,000円」に改め、同号ウの介護納付金分の均等割額１人ついて「5,000円」を「5,500円」に改めるものです。

　第３号は、総所得金額等の合計額が33万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき35万円を加算した金額を超えない世帯に係る軽減割合、２割の軽減額をそれぞれの均等割の軽減額に改めるものでございます。

　同号アの医療給付費分の均等割額１人について「4,000円」を「4,400円」に、同号イの後期高齢者支援金等分の均等割額１人について「1,340円」を「1,600円」に、同号ウの介護納付金分の均等割額１人について「2,000円」を「2,200円」に改めるものでございます。

　第21条及び第24条は文言の整理、本則附則の第10項及び次のページの第11項については、地方税法の改正に伴い各項が項ずれしたものでございます。

　改正附則でございます。

　（施行期日）第１項、この条例は、平成24年４月１日から施行する。ただし、第３条、第４条及び第20条各号アの基礎課税分の改正規定は、平成25年４月１日から施行する。

　（適用区分）第２項、改正後の奥多摩町国民健康保険税条例の規定は、平成24年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成23年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。

　以上、奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただきます。ご審議の上、ご決定を賜りますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第３号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第３号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第３号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第８　議案第３号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第３号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第９　議案第４号　奥多摩町介護保険条例の一部を改正する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。福祉保健課長。

〔福祉保健課長　若菜　伸一君　登壇〕

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　議案第４号　奥多摩町介護保険条例の一部を改正する条例につきまして提案のご説明をいたします。

　提案の理由でございます。介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（平成23年政令第376号）の施行、及び平成24年度から平成26年度までの介護保険料を改定することに伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　別紙新旧対照表の13ページをお開きください。下線の改正部分のところを旧新の順でごらんください。

　第11条第１項中、「法第115条の38第１項各号」を「法第115条の45第１項各号及び同条第２項各号」に改め、第２項中、「法第115条の38第２項」を「法第115条の45第３項」に改めるものでございます。

　次に、第12条第１項中、「法第115条の39第２項」を「法第115条の46第２項」に改め、第３項中、「第115条の38第１項第２号から第５号まで」を「法第115条の45第１項第２号から第５号まで」に改めるものでございます。

　次に、第13条中、「平成21年度から平成23年度まで」を「平成24年度から平成26年度まで」に改め、各年度における保険料率は次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とするものです。

　第１号、介護保険施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）第39条第１項第１号に掲げる者「２万5,300円」を「３万2,900円」に、第２号、令第39条第１項第２号に掲げる者「２万5,300円」を「３万2,900円」に、第３号、令第39条第１項第３号に掲げる者「３万8,000円」を「４万9,300円」に、第４号、令第39条第１項第４号に掲げる者「５万600円」を「６万5,700円」にそれぞれ改めるものでございます。

　次のページをお開きください。第５号、次のいずれかに該当する者「５万5,700円」を「７万8,900円」に、第６号、次のいずれかに該当する者「６万3,300円」を「８万8,700円」に、ア「200万円未満」を「190万円未満」に、第７号、次のいずれかに該当する者「７万5,900円」を「10万5,200円」に、第８号、次のいずれかに該当する者「８万3,500円」を「11万8,300円」に、第９号、前各号のいずれにも該当しない者「９万1,100円」を「13万1,400円」にそれぞれ改めるものでございます。

　町の介護保険料基本額の算定及び所得段階の設定につきましては、昨年10月20日に町長から町介護保険運営協議会会長へ諮問を行い、同協議会における慎重な議論を経た後、２月15日にいただいた答申に基づき改定案をまとめたものでございます。

　保険料率の算出は、平成24年度から平成26年度までの３カ年における高齢者の人口動態や、それに伴う介護給付費等の対象サービスの見込み料の推計を踏まえ、必要な総費用から算出されました基準額を基に、原則として、その方の世帯の所得に応じ段階的に保険料を算定する仕組みとなっております。

　今回、負担と給付の均衡を図った保険料といたしまして、基準額である現行の保険料「年額５万600円、月額4,217円」を、年額１万5,100円、月額1,253円引き上げ、「年額６万5,700円、月額5,470円」に改めるものでございます。

　なお、所得段階は現行の９段階を維持しつつ、所得段階別の保険料の設定につきましては、低所得の被保険者の保険負担を低く抑えるため、基準額に対する割合を第１段階並びに第２段階では従来どおり0.5に据え置き、第２段階の次に新たに特例第３段階を設け、対象者を町民税非課税者で第２段階に該当しない被保険者のうち、合計所得金額と課税年金収入額の合計が120万円以下の被保険者とし、割合を現行の「0.75」から0.10引き下げ「0.65」とするものです。

　一方、これに伴い住民税課税世帯に該当する特例第４段階以上の基準額に対する割合につきましては、特例第４段階の割合を「0.85」から0.05引き上げ「0.90」に、第５段階の割合を「1.10」から0.10引き上げ「1.20」に、第６段階の合計所得を「200万円未満」から「190万円未満」に、また、割合を「1.25」から0.10引き上げ「1.35」に、第７段階の割合を「1.50」から0.10引き上げ「1.60」に、第８段階の割合を「1.65」から0.15引き上げ「1.80」に、第９段階の割合を「1.80」から0.20引き上げ「2.00」に、それぞれ改めるものでございます。

　以上のとおり、65歳以上の第１号被保険者の保険料の設定につきましては、保険料率を所得段階別に、低所得者の段階では据え置きないし0.1引き下げ、課税世帯以上ではきめ細かく料率を引き上げさせていただくことで、被保険者全体の負担構成のバランスを図りつつ、今後３年間に必要となる保険料総額を見込むこととしたものでございます。

　なお、附則といたしまして、（施行期日）第１条、この条例は、平成24年４月１日から施行するものです。

　（適用区分）第２条、改正後の奥多摩町介護保険条例（以下「改正後の条例」という。）第13条の規定は、平成24年度分の保険料率から適用し、平成23年度分までの保険料率については、なお従前の例によるものです。

　（平成24年度から平成26年度までにおける保険料率の特例）第３条第１項は、介護保険料所得段階第３段階に属する保険者のうち課税年金収入額と合計所得金額の合計額が120万円以下の場合は特例第３段階とし、保険料を「４万9,300円」から「４万2,800円」に低く抑える規定となります。

　なお、後段は、その場合の条例第16条第３項の月割付加の規定の読み替えに関する規定となります。

　第２項は、介護保険料所得段階第４段階に属する被保険者のうち、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円以下の場合は、特例第４段階とし、保険料率を「６万5,700円」から「５万9,200円」に低く抑える規定となります。

　なお、後段は月割り付加の規定の読み替えに関する規定となります。

　第３項は、第６段階と第７段階の境界となる合計所得金額の基準額を厚生労働省の見直しに準拠いたしまして、従来の「200万円未満」から「190万円未満」に引き下げを行う規定で、これにより対象者の保険料が現行の「６万3,300円」から「10万5,200円」に増加することに伴い、激変緩和のため経過第７段階を設け、第１号では平成24年度においては「８万9,400円」とし、第２号では平成25年度においては９万7,300円と、それぞれ経過措置を設定する規定となります。

　以上をもちまして議案第４号の説明を終わります。ご審議をいただきまして、ご決定を賜りますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第４号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第４号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第４号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第９　議案第４号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第４号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第10　議案第５号　奥多摩町介護保険地域支援事業利用者負担条例の一部を改正する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。福祉保健課長。

〔福祉保健課長　若菜　伸一君　登壇〕

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　議案第５号　奥多摩町介護保険地域支援事業利用者負担条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。

　提案の理由でございます。介護サービスを充実させるため規定を整備する必要があるためでございます。

　別紙新旧対照表16ページをお開きください。別表（第２条関係）の地域支援事業の事業名と利用者負担の規定の改正となります。

表中左側、新の欄の上から４段目に介護予防訪問サービス、利用者負担１回250円を新たに追加するものです。

このサービスは、閉じこもりがちな高齢者を対象に、各家庭を訪問し運動機能向上のための介護予防体操、栄養改善、歯科衛生士による口腔機能改善指導により介護予防を図るものでございます。

次に、最下段の介護予防・日常生活支援総合事業及び一次予防事業配食サービス（低栄養改善事業）は、従来から介護予防事業として行っていた二次予防者への配食サービスを、対象者に要支援認定者を加え、今回新たに創設された介護予防・日常生活支援総合事業において実施するための文言の整理となります。

この介護予防・日常生活支援総合事業は、市町村の主体性を重視し、地域支援事業において多用なマンパワーや社会資源の活用等を図りながら、要支援者二次予防事業対象者に対して介護予防や配食、見守り等の生活支援サービスを市町村の判断により総合的に提供することができるもので、平成24年度の介護保険法改正に伴い開始される事業でございます。

なお、附則といたしまして、（施行期日）第１項、この条例は、平成24年４月１日から施行する。

（適用区分）第２項、改正後の奥多摩町介護保険地域支援事業利用者負担条例の規定は、平成24年４月分の利用者負担から適用し、平成24年３月分までの利用者負担につきましては、なお従前の例によるものでございます。

以上で、議案第５号の提案説明を終わります。ご審議の上、ご決定をいただきますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第５号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第５号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第５号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第10　議案第５号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第５号については、原案のとおり可決されました。

　お諮りします。会議の途中ですが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時５分から再開とします。

午後１時51分　休憩

午後２時05分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、日程第11　議案第６号　奥多摩町公営住宅使用条例の一部を改正する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。地域整備課長。

〔地域整備課長　宮田　昭治君　登壇〕

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第６号　奥多摩町公営住宅使用条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。

　提案の理由でございますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う国土交通省関係政令の整備等に関する政令（平成23年政令第424号）の施行に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表の17ページをお願いいたします。奥多摩町の公営住宅使用条例（平成９年条例第16号）の一部を次のように改正する。右の旧表中第６条第２項を左の新表に改めるものでございます。

　２項、各号のいずれかに該当する者（身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とする者で公営住宅への入居がその者の実情に照らし適切でないと認められるものを除く。）にあっては、前項第１号の規定にかかわらず、現に同居し、又は同居しようとする親族があることを要しない。

　１号、60歳以上の者。

　２号、障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度がア、イ又はウに掲げる障害の種類に応じ、それぞれア、イ又はウに掲げる程度のもの。

　ア、身体障害　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当する程度。

　イ、精神障害（知的障害を除く。以下同じ。）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155号）第６条第３項に規定する１級から３級までのいずれかに該当する程度。

　ウ、知的障害　イに規定する精神障害の程度に相当する程度。

　３号、戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号ノ２の特別項症から第６項症まで又は別表第１号ノ３の第１款症の者。

　４号、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者。

　５号、生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被保護者。

　６号、海外からの引揚者で日本に引き揚げた日から起算して５年を経過していないもの。

　18ページをお願いします。

　７号、ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成13年法律第63号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等。

　８号、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律第31号。以下この号において「配偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規定する被害者でア又はイのいずれかに該当するもの。

　ア　配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号の規定による一時保護又は配偶者暴力防止等法第５条の規定による保護が終了した日から起算して５年を経過していない者。

　イ　配偶者暴力防止等法第10条第１項の規定により裁判所がした命令の申し立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起算して５年を経過していないもの、に改めるものでございます。

　附則といたしまして、この条例は、平成24年４月１日から施行する。

　以上で、議案第６号　奥多摩町公営住宅使用条例の一部を改正する条例について、提案の説明を終わらせていただきます。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第６号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第６号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第６号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第11　議案第６号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第６号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第12　議案第７号　奥多摩町下水道条例の一部を改正する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。地域整備課長。

〔地域整備課長　宮田　昭治君　登壇〕

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第７号　奥多摩町下水道条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。

　理由でございますが、下水道法施行令の一部を改正する政令（平成23年政令第332号）の施行に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表につきましては、19ページをお願いいたします。

　奥多摩町の下水道条例（平成８年条例第27号）の一部を次のように改正する。

別表第５、15の項、水質の欄中で「0.2ミリグラム以下」を、左の新表、「１ミリグラム以下」に改めるものでございます。

　附則としまして、この条例は、公布の日から施行する。

　以上で、議案第７号の奥多摩町下水道条例の一部を改正する条例の提案の説明を終了させていただきます。ご審議の上、ご決定賜りますよう、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第７号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第７号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第７号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第12　議案第７号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第７号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第13　議案第８号　平成３年台風12号に係る奥多摩町救難救急措置条例を廃止する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。福祉保健課長。

〔福祉保健課長　若菜　伸一君　登壇〕

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　議案第８号　平成３年台風12号に係る奥多摩町救難緊急措置条例を廃止する条例につきまして、提案のご説明をいたします。

　提案の理由でございます。平成３年台風12号により被害を受けた方が借り受けた奥多摩町救済資金について、貸付にかかる償還が終了したため、条例を廃止する必要があるためでございます。

　それでは、内容につきましてご説明させていただきます。

　次のページをお開きください。平成３年台風12号に係る奥多摩町救難緊急措置条例を廃止する条例。

平成３年台風12号による奥多摩町救難緊急措置条例（平成３年条例第28号）は、廃止する。

　附則、この条例は、公布の日から施行する、という内容でございます。

　この条例に基づく救済資金の貸付実績は1名、貸付額は1,500万円でありましたが、償還が完了したことに伴い、条例を廃止するものでございます。

　以上で、議案第８号の説明を終わります。ご審議の上、ご決定をいただきますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第８号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第８号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第８号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第13　議案第８号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第８号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第15　議案第９号　東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。福祉保健課長。

〔福祉保健課長　若菜　伸一君　登壇〕

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　議案第９号　東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約につきまして、提案の説明をいたします。

　理由でございます。東京都62区市町村は、東京都後期高齢者医療広域連合の経費の支弁の方法を変更するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第291条の３の規定に基づき、別紙のとおり東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約を定めるため、同法第291条の11の規定により、関係区市町村議会の議決を求めるものでございます。

　後期高齢者医療保険料は２年ごとに改定され、平成24年度、平成25年度の保険料については、去る１月31日に開会の広域連合議会におきまして可決されたところでありますが、保険料の上昇を抑えるための低減策といたしまして、平成22年度、23年度と同様に各区市町村の一般財源を負担金として支弁することとなったため、２年間の時限措置として規約の附則に規定を加えるものでございます。

　別紙新旧対照表の20ページ及び21ページをお開きください。附則の改正となります。右側が改正案となりますが、附則に新たに第７項の規定を加えるものです。

　20ページは、保険料、その他納付金の負担割合を100％と定めるものです。

　21ページの４、関係区市町村の一般会計から保険料の軽減のために負担を求める経費をごらんください。

　表中の項目の内容につきましてご説明いたします。

　審査支払手数料相当額は、東京都国民健康保険連合会へ委託している診療報酬の審査支払手数料相当額を各区市町村が負担するというものでございます。

　財政安定化基金拠出金相当額は、各区市町村の療養給付費にかかる財源不足等に対し、東京都は貸付等を行うため財政安定化基金を設置運営しておりますが、この基金への拠出金は、国、東京都、広域連合がそれぞれ３分の１を負担するというもので、この広域連合の負担相当分を各区市町村が負担するものでございます。

　保険料未収金補填分相当額は、保険料収納率が100％を下回る場合の不足分について、各区市町村が負担するというものでございます。

　保険料所得割額減額分相当額は、東京都広域連合独自の低所得者軽減策として所得割額を４分の２から４分の４まで軽減を図るもので、この財源を各区市町村が負担するものです。

　葬祭費相当額は、平成22年度より葬祭費の支給は広域連合事業として実施しておりますが、保険料を財源とする保険給付事業とはせず、支給にかかる費用を区市町村の一般財源で負担する仕組みとなっております。

　ただし、当町のように介護老人福祉施設が多く所在をする自治体にありましては、他の区市町村からの転入者による負担が過大となるため減額調整されることとなっております。

　いずれの項目も、区市町村の負担割合は100％でございます。

　備考の３をごらんください。財政安定化基金拠出金相当額については、前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政令（平成19年政令第325号）第19条第１項に規定する都道府県の条例で定める割合を、平成22年１月１日現在の東京都の条例で定める割合で算定された額とするものでございます。

　なお、附則といたしまして、この規約は平成24年４月１日から施行するというものでございます。

　以上で、議案第９号の説明を終わります。ご審議をいただきまして、ご決定を賜りますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第９号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第９号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第９号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第14　議案第９号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第９号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第15　議案第10号　東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の一部を変更する規約、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第10号　東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の一部を変更する規約につきまして、提案のご説明を申し上げます。

　理由でございますが、一部事務組合議会議員の公務上又は通勤による災害に対する補償に関する事務を共同処理をするため、多摩川衛生組合を新たに加入させる必要があるため。また、東京都市町村議会議員公務災害補償等組合管理者の選任方法を変更する必要があるためでございます。

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第296条第１項の規定により、平成24年４月１日から東京都市町村議会議員公務災害補償等組合に多摩川衛生組合を加入させるとともに、東京都市町村議会議員公務災害補償等組合の管理者を東京都町村議会議長会会長の職にある者をもって充てるため、規約を変更するものでございます。

　新旧対照表22ページをごらんください。

　第９条第２項中、管理者につきましては東京都町村議会議長会会長の職にある者をもって充てるとし、別表第１の組織団体及び別表第２の組合議員選挙区及び議員定数中、選挙区第２区に多摩川衛生組合をそれぞれ追加するものでございます。

　背景といたしましては、15ある一部事務組合に平成18年度に加入の促進をいたしましたが、多摩川衛生組合のみ単独で条例を持ち運営を行っておりましたが、議会開催の回数等が増えたこと等から加入要望があったため、平成24年度よりの加入とさせるものでございます。

　また、管理者につきましては慣例により町村議会議長会の会長が務めておりましたが、交代のたびに選挙を行わなくてはならないということで、新たに管理者を町村議会会長職をもって充てるものでございます。

　以上で説明を終わります。十分なるご審議をいただきまして、ご同意を賜りますようお願いを申し上げまして、提案の説明といたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第10号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第10号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第10号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第15　議案第10号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第10号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第16　議案第11号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）、日程第17　議案第12号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第３号）、日程第18　議案第13号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）、日程第19　議案第14号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）、日程第20　議案第15号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）、日程第21　議案第16号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第３号）、日程第22　議案第17号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）、日程第23　議案第18号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）、以上８件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。村木副町長。

〔副町長　村木　義雄君　登壇〕

○副町長（村木　義雄君）　議案第11号から議案第18号までの一般会計を始めとする各特別会計、企業会計全８会計の補正予算につきまして提案の説明を申し上げます。

　議案第11号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）でございます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,204万9,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ61億7,183万5,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるもので、内容について説明申し上げます。

　まず、１ページの歳入でございます。

　町税のうち町民税で、個人274万3,000円減、法人99万4,000円増で、差し引き720万1,000円の増、固定資産税213万7,000円の減、軽自動車税20万6,000円の増、町たばこ税694万円の増、鉱産税79万4,000円の減、入湯税10万9,000円の増となりまして、町税全体では1,152万5,000円を追加し、８億4,747万5,000円とするものでございます。

　地方譲与税では、地方揮発油譲与税116万2,000円の増、自動車重量譲与税136万円の増となりまして、地方譲与税計では、252万2,000円を追加し3,378万円とするもの、利子割交付金は５万１,000円を追加し396万4,000円に、配当割交付金は30万1,000円を追加し175万9,000円に、株式等譲渡所得割交付金は47万5,000円を減額し48万5,000円に、地方消費税交付金は426万1,000円を減額し6,474万8,000円に、自動車取得税交付金は303万6,000円を減額し1,654万8,000円に、交通安全対策特別交付金は20万円を減額し200万円に、分担金及び負担金の負担金では、民生費で9,000円を減額し2,455万5,000円とするものでございます。

使用料及び手数料の使用料では、商工使用料37万7,000円の減、教育使用料２万3,000円の減で、計40万円の減、手数料では、総務手数料６万8,000円の減、衛生手数料５万9,000円の増で、計12万7,000円の減となり、使用料及び手数料計は、52万7,000円を減額し１億247万6,000円とするものでございます。

２ページ、国庫支出金の国庫負担金では、民生費で社会福祉費210万3,000円増、児童福祉費負担金の子ども手当費負担金1,168万4,000円減で、差し引き計958万1,000円の減、国庫補助金では、総務費200万円減、民生費17万6,000円減、衛生費16万6,000円減、土木費121万円増、教育費11万5,000円減で、差し引き計124万7,000円の減、国庫委託金では、総務費で６万2,000円減、民生費で９万3,000円減の計15万5,000円減となり、国庫支出金計では1,098万3,000円を減額し１億1,714万6,000円とするものでございます。

都支出金の都負担金では、民生費で社会福祉費244万4,000円減、児童福祉費620万2,000円減、土木費645万8,000円の減で計1,510万4,000円の減に、都補助金では総務費で市町村総合交付金４億円増、民生費174万3,000円減、衛生費142万5,000円増、農林水産業費で西川線林道開設事業費ほか5,550万8,000円減、商工費で地球温暖化対策等推進補助金ほか3,840万9,000円増、土木費1,128万2,000円減、教育費で108万円増で、計３億7,238万1,000円の増に、都委託金では、総務費153万4,000円減、民生費４万4,000円増、商工費99万4,000円減、土木費33万6,000円減、教育費673万8,000円減で、計955万8,000円の減となり、都支出金計では３億4,771万9,000円を追加し、26億7,907万3,000円とするものでございます。

　財産収入では、財産運用収入で利子等12万4,000円と追加し4,775万円に、繰入金は基金繰入金について最終的に財源調整を行い繰り戻しを行ったもので、財政調整基金6,000万円減、公共施設整備基金２億4,900万円減、教育文化振興基金240万円減の計３億1,140万円を減額し、2,921万2,000円とするものでございます。

　諸収入では、受託事業収入で農作物有害鳥獣対策受託収入202万9,000円の減、雑入は実費徴収金48万9,000円増、過年度収入162万8,000円増、市町村振興宝くじ収益配分金51万6,000円減、雑入は補助金変更等による地球新エネルギー等導入促進対策費補助金ほかで4,299万4,000円減で、計4,137万1,000円の減となり、諸収入計4,340万円を減額し４億1,360万6,000円とするもので、今回の歳入補正の合計は、1,204万9,000円を減額し61億7,183万5,000円とするものでございます。

　次に、３ページ、歳出でございます。

　議会費では、町村議会特別負担金150万円ほか事業精査を行い、100万8,000円を追加し１億2,614万7,000円とするものでございます。

総務費は、総務管理費で西多摩郡町村電子計算機共同利用の移行に伴い、電子計算費781万2,000円減及び基金運用費で将来の起債償還に充当するため、減債基金積立金を１億4,100万円追加、また、人件費並びに不用額の整理を行い、差し引き計１億3,025万6,000円の増、徴税費31万3,000円の増、戸籍住民基本台帳費41万2,000円の減、選挙費235万2,000円の減、統計調査費２万円の減、監査委員費８万6,000円の増は、最終の事業の見込みと人件費、不用額の整理を行ったもので、総務費計は１億2,787万1,000円を追加し10億5,350万2,000円とするものございます。

　民生費では、社会福祉費で国保会計繰出金416万3,000円増、後期高齢者医療特別会計繰出金611万7,000円減、障害者福祉施設改修工費補助金1,000万円減となっているほか不用額の整理を行い、差し引き2,934万1,000円の減に、児童福祉費では、保育所措置費350万円減、子ども手当費2,142万1,000円減ほか不用額の整理を行い3,426万8,000円の減に、国民年金費は人件費及び不用額の整理を行い２万7,000円の増で、民生費計は、6,358万2,000円を減額し10億2,477万6,000円とするものでございます。

　衛生費では、保健衛生費で、保健福祉センター来場者用駐車場用地買収費618万円、予防費の遠隔予防医療相談事業で690万8,000円減ほか不用額の整理等を行い570万8,000円の減、清掃費では塵芥処理費579万4,000円減ほか不用額の整理で576万3,000円の減となり、衛生費計は1,147万1,000円を減額し６億912万9,000円とするものでございます。

　農林水産業費の農業費は、農作物有害鳥獣対策事業費224万5,000円減、観光用ワサビ田整備工事260万円減ほかで計638万6,000円の減、林業費は、森林セラピー事業費792万4,000円減、西川線林道開設事業費5,756万2,000円減ほかで6,855万2,000円の減、水産業費は人件費19万2,000円の減で、農林水産業費計は、7,513万円を減額し６億8,545万5,000円とするものでございます。

　商工費では、商工費で小口事業資金融資事業費ほか207万9,000円の減、観光費で観光施設等整備基金積立金１1億円増、観光施設整備事業費1,365万9,000円減ほか不用額の整理を行い、差し引き7,700万6,000円の増となり、商工費計は7,492万7,000円を追加し５億4,982万1,000円とするものでございます。

　土木費で土木管理費は、地籍調査事業費1,208万4,000円減ほか事業の精査及び不用額の整理を行い1,168万9,000円の減、道路橋梁費では、道路新設・改良・維持費増ほか入札差金等不用額で2,241万6,000円の減。４ページでございます。住宅費は、修繕費増ほか事業の精査による不用額ほかで30万6,000円の減、下水道費は繰出金を570万6,000円減額するもので、土木費計は4,011万7,000円を減額し８億5,887万5,000円とするものでございます。

　消防費では不用額の整理を行い、294万6,000円を減額し２億3,210万8,000円とするものでございます。

　教育費は、教育総務費30万8,000円減、小学校費264万3,000円の減、中学校費429万6,000円の減、給食費374万7,000円の減、社会教育費は水と緑のふれあい館事業費847万円減ほかで1,087万円の減、保健体育費10万円の減で、それぞれ事業の精査を行い不用額の整理を行ったものでございます。教育費計は2,196万4,000円を減額し５億9,409万3,000円とするものでございます。

　災害復旧費は、不用額及び財源組み替え50万2,000円を減額し3,514万8,000円に、公債費は長期債利子51万4,000円を減額し３億8,953万円に、予備費で調整を行い、37万1,000円を追加し1,254万8,000円とするもので、歳出合計の補正額は1,204万9,000円を減額し、歳入と同様に61億7,183万5,000円とするものでございます。

　以上で、議案第11号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第12号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第３号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ97万3,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ7,223万円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるもので、内容について説明申し上げます。

　１、２ページをお開きください。

　まず、歳入でございますが、使用料で宿泊利用者の減に伴い107万円を減額し387万円に、諸収入は実費徴収金９万7,000円を追加し181万5,000円とするもので、歳入合計は97万3,000円を減額し7,223万円に、歳出では、総務費の利用管理費で各事業等の精査と人件費の補正を行い97万3,000円を減額し7,222万2,000円に、歳出合計も97万3,000円を減額し7,223万円とするものでございます。

　以上で、議案第12号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第13号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ471万2,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億5,729万1,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるもので、内容について説明申し上げます。

１、２ページをお開きください。

　まず、歳入でございますが、使用料及び手数料で野営場使用料444万3,000円を減額し1,495万7,000円に、諸収入ではクラフト教室実費ほか26万9,000円を減額し483万円とし、合計では471万2,000円を減額し１億5,729万1,000円とするものでございます。

　次に、歳出は、総務費の一般管理費で人件費26万8,000円減、利用管理費では事業を精査し436万5,000円減で、計463万3,000円を減額し１億5,726万2,000円に、予備費で７万9,000円を減額調整し、歳出合計471万2,000円を減額し１億5,726万1,000円とするものでございます。

　以上で、議案第13号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第14号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,748万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９億3,450万3,000円とするものでございます。

２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

内容について説明申し上げます。１ページ、歳入でございます。

国民健康保険税で、一般被保険者1,036万2,000円減、退職被保険者等524万円増で差し引き計512万2,000円を減額し１億860万3,000円に、国庫支出金の国庫負担金で療養給付費等負担金792万7,000円減、高額医療費共同事業負担金102万4,000円増、特定健康診査等負担金57万7,000円増により、計632万6,000円の減、国庫補助金で調整交付金等332万6,000円の増で、差し引き計300万円を追加し２億2,670万6,000円とするものでございます。

療養給付費交付金は、退職被保険者等療養給付費交付金233万4,000円を追加し4,373万4,000円に、前期高齢者交付金は、19万1,000円を減額し１億5,440万3,000円に、都支出金は、都補助金のうち都補助金769万6,000円減、財政調整交付金417万8,000円増で、差し引き計351万8,000円の減、都負担金は高額医療費共同事業負担金102万4,000円増、特定健康診査等負担金等57万7,000円増の160万1,000円の増となり、都支出金計は191万7,000円を減額し6,072万8,000円とするものでございます。

共同事業交付金は、高額医療費共同事業2,946万5,000円増、保険財政共同安定化事業175万2,000円増で、計3,121万7,000円を追加し１億4,013万9,000円に、繰入金は一般会計からの繰入金416万3,000円を追加し１億2,229万円とするもので、歳入補正額につきましては2,748万4,000円を追加し９億3,450万3,000円とするものでございます。

次に、２ページ、歳出でございます。

総務費は、連合会負担金等10万7,000円を追加し326万4,000円に、保険給付費では、療養諸費で一般被保険者療養給付費1,379万3,000円増、退職被保険者等療養給付費1,180万円増となり、計2,559万3,000円の増、高額療養費は退職被保険者等高額療養費200万円増、出産育児諸費は財源組替で、計2,759万3,000円を追加し６億6,746万3,000円とするものでございます。

後期高齢者支援金等、介護納付金、共同事業拠出金、保健事業費は、ともに財源組替で、諸支出金は償還金1,000円増、病院会計への繰出金21万7,000円減の差し引き計21万6,000円を減額し582万9,000円とするもので、歳出補正額合計は、2,748万4,000円を追加し９億3,450万3,000円とするものでございます。

以上で、議案第14号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第15号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）について説明申し上げます。

歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ819万3,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を１億8,916万6,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

　１ページをお開きください。歳入でございます。

　後期高齢者医療保険料は、特別徴収267万2,000円減、普通徴収80万9,000円増で、差し引き計186万3,000円を減額し5,894万6,000円に、繰入金は一般会計繰入金611万7,000円を減額し１億1,867万9,000円に、諸収入は保険料還付金21万4,000円の増、受託事業収入45万2,000円の減、雑入２万5,000円の増で、差し引き計21万3,000円を減額し811万3,000円とするもので、歳入の補正額は819万3,000円を減額し１億8,916万6,000円とするものでございます。

　次に、２ページ、歳出でございます。

総務費は、総務管理費１万1,000円減、徴収費１万1,000円減の計２万2,000円を減額し209万5,000円に、広域連合納付金は療養給付費・保険基盤安定・保険料等・保険料軽減措置・葬祭費支給事業負担金等の広域連合分賦金863万1,000円を減額し１億7,261万7,000円に、保健事業費は９万円を減額し388万9,000円に、葬祭費は55万円を追加し565万円とするもので、歳出の補正額は819万3,000円を減額し１億8,916万6,000円とするものでございます。

　以上で、議案第15号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第16号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第３号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ3,429万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７億8,605万9,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によることとしています。

　１ページをお開き願います。歳入でございます。

　まず、保険料では、第１号被保険者保険料280万5,000円を追加し１億625万6,000円に、国庫支出金の国庫負担金は、介護給付費負担金643万6,000円の増、国庫補助金は調整交付金42万8,000円増、地域支援事業交付金（介護予防）が54万8,000円減、同じく（包括的支援）87万6,000円増、新たに介護保険事業補助金276万5,000円、介護保険災害臨時特例補助金５万8,000円で計357万9,000円の増となり、国庫支出金計は1,001万5,000円を追加し１億7,189万3,000円に、支払基金交付金は介護給付費974万2,000円増、地域支援事業65万8,000円減の差し引き908万4,000円を追加し２億706万7,000円とするものでございます。

　都支出金の都負担金では、介護給付費負担金623万9,000円の増、都補助金は地域支援事業交付金等16万4,000円の増で、計640万3,000円を追加し１億1,430万6,000円とするものでございます。

　財産収入は、基金利子6,000円を追加し7,000円に、繰入金では一般会計繰入金146万1,000円減、基金繰入金799万8,000円増の差し引き653万7,000円を追加し１億7,461万3,000円に、諸収入は雑入１万円を追加し1万5,000円に、使用料及び手数料は56万6,000円を減額し290万6,000円とするもので、歳入補正額計は3,429万4,000円を追加し７億8,605万9,000円とするものでございます。

　次に、２ページ、歳出でございます。

　まず、総務費は、総務管理費162万5,000円の減、徴収費1,000円の減、介護認定審査会費81万3,000円の減、運営協議会費６万1,000円の減で、それぞれ人件費、事業の精査を行ったもので、計250万円を減額し5,113万4,000円とするものでございます。

保険給付費では、介護サービス等諸費は居宅・施設介護サービス等給付費3,607万8,000円の増、介護予防サービス等諸費228万円の増、その他諸費は審査支払事務委託料４万円の増、高額医療合算介護サービス等費70万円の減、町特別給付費の配食サービス給付費63万円の減、特定入所者介護サービス等費200万円の増となり、保険給付費では3,906万8,000円を追加し６億9,081万9,000円とするものでございます。

地域支援事業費では、介護予防事業費227万9,000円の減、包括的支援・任意事業は財源組替えで計227万9,000円を減額し3,410万4,000円とするものでございます。

基金積立金では、介護給付費準備基金積立金5,000円を追加し7,000円とするもので、歳出補正額は3,429万4,000円を追加し７億8,605万9,000円とするものでございます。

　以上で、議案第16号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第17号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）について説明申し上げます。

歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２億739万6,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９億5,800万円とするものでございます。

２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額については「第１表　歳入歳出予算補正」によるもの、第２条、既定の町債の変更は「第２表　町債補正」によるものでございます。

１ページをお願いします。内容について説明申し上げます。

まず、使用料及び手数料の使用料は、下水道及び浄化槽使用料84万9,000円の増、手数料は１万4,000円の増で、計86万3,000円を追加し1,783万2,000円とするものでございます。

国庫支出金では、公共下水道事業補助金１億2,504万円を減額し２億5,475万5,000円に、都支出金も同様に補助金が減額となり、562万7,000円を減額し1,614万2,000円に、繰入金は一般会計からの繰入金570万6,000円を減額し３億361万9,000円に、諸収入は消費税還付金1,081万4,000円を追加し2,081万5,000円に、町債は8,270万円を減額し３億3,830万円とし、歳入補正額計は２億739万6,000円を減額し９億5,800万円とするものでございます。

次に、２ページ、歳出でございます。

まず、総務費の一般管理費・維持費管理費は不用額等の整理を行い、388万1,000円を減額し8,763万7,000円に、事業費では下水道事業費で事業費等２億324万9,000円の減、浄化槽市町村整備推進事業費で25万8,000円の減となり、事業費計では２億350万7,000円を減額し７億3,567万円に、公債費で1,000円を追加し１億3,281万9,000円に、予備費で9,000円を増額調整し187万4,000円とするもので、歳出の補正予算計は、２億739万6,000円を減額し９億5,800万円とするものでございます。

次に、３ページをお開きください。

第２表の町債の補正では、下水道整備事業債を8,230万円減、浄化槽市町村整備推進事業債を40万円減額し、起債額計３億3,830万円とするもので、起債の方法・利率、償還の方法については記載のとおりでございます。

以上で、議案第17号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第18号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）について説明申し上げます。

第２条、予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額の補正で、収入では医業収益で公衆衛生活動収益130万円を減額し、病院事業収益を４億9,270万円とするもの、支出は支出見込みを精査し、医業費用で材料費ほか117万6,000円の減、医業外費用で１万円の減、予備費で11万4,000円減額調整し、病院事業費用は支出補正予定額計で130万円を減額し４億9,270万円とするものでございます。

第３条、予算第６条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費、１職員給与費「２億6,028万円」を「２億6,106万6,000円」に。

次のページをお願いします。第４条、予算第８条に定めた棚卸資産の購入限度額「5,757万1,000円」を「5,560万8,000円」に改めるものでございます。

　以上、一般会計を始めとする特別会計、企業会計全８会計についての補正予算の説明をさせていただきました。今年度最終の補正予算でございまして、今後の予算執行に欠かせない予算でございますので、ご審議を賜りご決定をいただきますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　お諮りします。ただいま議題となっております議案第11号から議案第18号までについては、会議規則第37条の規定により所管の各常任委員会に審査を付託するところですが、両委員会合同で開催する連合審査会に審査を付託したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます｡よって、連合審査会に審査を付託することに決定しました。今会期中に審査を終了するようお願いします。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後３時30分から再開とします。

午後３時18分　休憩

午後３時30分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　申し上げます。会議規則第８条により、会議時間は午後５時までと定められておりますが、予定された日程を時間内に終了させることが難しいため、午後７時まで会議時間を延長いたしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後７時まで会議時間を延長することに決定いたしました。

　次に、日程第24　議案第19号　平成24年度奥多摩町一般会計予算、日程第25　議案第20号　平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算、日程第26　議案第21号　平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算、日程第27　議案第22号　平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算、日程第28　議案第23号　平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算、日程第29　議案第24号　平成24年度奥多摩町介護保険特別会計予算、日程第30　議案第25号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計予算、日程第31　議案第26号　平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算、以上８件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。村木副町長。

〔副町長　村木　義雄君　登壇〕

○副町長（村木　義雄君）　それでは、平成24年度の予算の説明をさせていただきます。

　議案第19号から議案第26号までの平成24年度奥多摩町一般会計を始めとします各特別会計、企業会計、全８会計の予算につきまして、一括して提案の説明を申し上げます。

　平成24年度の予算編成にあたりまして、予算編成方針として、１．社会経済情勢の急速な変化を十分見据え、限りある財源を重点的、効率的に配分して住民に密接した重点施策を推進し、長期総合計画「森世紀計画」の実現を目指す。

　２．事務事業評価の実施、財政改革の推進、組織・機構の見直しなど行財政全般にわたる改革を実施し、身の丈に合った健全な行財政運営を推進することを基本に予算編成を行ったところでございます。

　平成24年度の予算編成の基本的な考え方、町政運営の基本的事項につきましては、本日冒頭、町長から施政方針の中で申し上げておりますので、ご理解をお願い申し上げます。

　また、当初予算のご審議にあたり、お手元に平成24年度当初予算（案）の概要を配付させていただきましたので、ご参照いただきますようよろしくお願い申し上げます。

　それでは、初めに議案第19号　平成24年度奥多摩町一般会計予算について説明申し上げます。１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ59億円と定めるもので、前年度当初予算と比較いたしまして１億4,200万円、2.5％の増額となりました。

　２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によることとし、前年度予算と比較し、歳入の主な増減につきましては、平成24年度当初予算案の概要２ページに、歳出の増減につきましては３ページに掲載してありますので、ごらんいただきたいと存じます。

　予算の主な増減の内容は、議会改革による議会運営費、西多摩郡の４町村で進めている電子計算機共同利用による電子計算開発費、東京都知事選挙費、町議会議員選挙費、もえぎの湯バイオマスボイラー施設建設事業及び公債費等が減額となりましたが、新たに少子化対策事業の高校生等通学援助、入園入学進学支援、不妊検査治療助成等事業の充実、西秋川衛生組合加入に伴う過年度分負担金、住民の安全安心対策のための防災備品購入、国民体育大会事業費、町長選挙費を計上しております。

　普通建設事業は、日向人道橋設置事業、もえぎの湯バイオマスボイラー施設建設事業等が完成しましたが、新たな事業として、体験農園施設整備事業、鳩ノ巣荘改築関連経費、小・中学校教室等木質化整備事業費、登計原総合運動場グランド天然芝生化新設事業等を計上し、また、引き続き道路橋梁・交通安全施設の整備並びに林道開設・改良、住宅建設事業費、教育施設整備等を行っていきます。

　歳入では、都支出金で市町村総合交付金を前年比２億円増の14億円で計上、農山村活性化プロジェクト支援交付金2,250万円、国民体育大会施設整備費補助金ほか4,296万円の増、地球温暖化対策等推進補助金9,193万8,000円減、市町村土木補助金1,621万9,000円減ほかで１億1,252万1,000円の増となりました。

　繰入金7,700万円の増、分担金及び負担金では、国民体育大会運営経費負担金2,100万円を計上、諸収入で地域スポーツ施設整備助成金4,920万円計上、新エネルギー等導入促進対策費補助金4,400万円減ほかで1,125万7,000円の増、町債4,000万円の減、町税2,626万4,000円の減、国庫支出金1,627万4,000円の減となっています。

　次に、第２条、地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる町債の、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法につきましては、「第２表　町債」によることとし、臨時財政対策債１億8,000万円の起債の借り入れを予定しております。

　第３条、地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高額につきましては10億円と定めるもの、第４条、地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものであります。

　以上で、議案第19号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第20号　平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算について説明申し上げます。１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,800万円と定めるもので、前年度当初予算と比較いたしまして400万円、5.6％の減額となりました。

　２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によるもので、歳入の主な内容は、使用料で森の家宿泊室使用料403万円で91万円の減、他会計繰入金、これは東京都からの委託金でございますが、前年度と同額、6,396万2,000円、諸収入で東京都区市町村共同事業のみどり体験交流事業の終了に伴い308万9,000円減で7,000円、繰越金1,000円を計上した内容となっています。

　歳出では、みどり体験交流事業費の減額のほかは前年度と同様の事業内容となっております。

　都民の森については、東京都の指定管理者の再指定を受け、引き続き管理運営を行っていくものであります。

　以上で、議案第20号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第21号　平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算について説明申し上げます。１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億6,100万円と定めるもので、前年度当初予算と同額となりました。

　２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によるもので、歳入では、野営場使用料1,940万円、繰入金、これは東京都からの委託金でございますが、１億3,650万円、諸収入509万9,000円、繰越金1,000円で前年度と同額となりました。

歳出は、総務費のうち一般管理費で職員１名定年退職不補充とし、利用管理費の嘱託職員委託料に組替えを行ったもので、人件費2,740万1,000円、利用管理費で１億3,349万6,000円の計１億6,089万7,000円と、予備費10万3,000円の計１億6100万円を計上しております。

山のふるさと村につきましても東京都の指定管理者制度の再指定を受け、引き続き管理運営を行っていくものであり、さらに利用の拡大を図ってまいります。

以上で、議案第21号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第22号　平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算について説明申し上げます。まず、１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８億8,400万円と定めるもので、前年度当初予算と比較いたしまして5,600万円、6.8％の増額となりました。

２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によるもので、前年度予算と比較いたしまして、歳入の主な増減は、国民健康保険税248万4,000円の増、国庫支出金2,846万2,000円の減、療養給付費交付金840万円の増、前期高齢者交付金１億472万1,000円の増、都支出金66万6,000円の増、共同事業交付金419万7,000円の増、一般会計ほかからの繰入金3,600万6,000円の減でございます。

歳出の主な増減は、総務費116万円の減、保険給付費4,464万5,000円の増、後期高齢者支援金等833万6,000円の増、介護納付金216万3,000円の増、共同事業拠出金399万3,000円の増、保健事業費96万6,000円の増ほかでございます。

第２条、地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は１億円と定めるもの。

第３条、地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、（１）保険給付の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものであります。

以上で、議案第22号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第23号　平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算について説明申し上げます。１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２億200万円と定めるもので、前年度当初予算と比較いたしまして800万円、4.1％の増額となりました。

　２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によるもので、前年度予算と比較いたしまして、歳入の主な増減は、後期高齢者医療保険料372万5,000円の増、一般会計からの繰入金491万8,000円の増等でございます。

　歳出の主な増減は、総務費276万1,000円の増、広域連合納付金449万9,000円の増、葬祭費40万円の増等でございます。

　以上で、議案第23号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第24号　平成24年度奥多摩町介護保険特別会計予算について説明申し上げます。１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７億4,700万円と定めるもので、前年度当初予算に比較いたしまして1,000万円、1.4％の増額となりました。

　２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額につきましては、「第１表歳入歳出予算」によるもので、前年度予算と比較して、歳入の主な増減は、保険料3,633万1,000円の増、国庫支出金1,382万2,000円の増、支払基金交付金746万3,000円の増、都支出金720万2,000円の増、繰入金5,484万2,000円の減等でございます。

　歳出の主な増減は、総務費で人件費を一般会計で計上したことにより3,891万7,000円の減、保険給付費4,824万9,000円の増、地域支援事業費47万3,000円の増等でございます。

　第２条、地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は１億円と定めるもの。

　第３条、地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定めるもので、（１）保険給付の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものであります。

　以上で、議案第24号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第25号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計予算について説明申し上げます。１ページをお開きください。

　第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ12億3,900万円と定めるもので、前年度当初予算と比較いたしまして7,500万円、6.4％の増額となりました。

　２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によることとし、前年度予算と比較いたしまして、歳入の主な増減は、使用料及び手数料330万円の増、国庫支出金4,664万1,000円の増、都支出金104万9,000円の増、一般会計からの繰入金1,934万円の増、町債510万円の増等となっております。

　歳出の主な増減は、総務費で維持管理費の減に伴い658万2,000円の減、事業費4,342万3,000円の増、公債費3,837万2,000円の増等となっております。

　第２条、地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる町債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は「第２表　町債」によることとし、下水道整備事業債として４億2,370万円、浄化槽市町村整備推進事業債として240万円、合計４億2,610万円の起債を予定しております。

　第３条、地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は５億円に。

　第４条、地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものでございます。

　以上で、議案第25号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第26号　平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算について説明申し上げます。予算書を１枚おめくりください。

　第１条は総則でございます。

　第２条、業務の予定量は次のとおりで、（１）病床数は43床、（２）年間患者数を入院9,125人、外来１万5,420人、（３）１日平均患者数を入院25人、外来60人、（４）主要な建設改良事業は、給湯設備改修工事、加湿設備改修工事を予定しております。

　第３条、収益的収入及び支出の予定額を、収入では医業収益で３億2,559万6,000円、医業外収益で１億6,430万4,000円、特別利益で10万円、病院事業収益計で４億9,000万円を予定しております。

　支出では、医業費用４億8,332万9,000円、医業外費用580万2,000円、特別損失30万円、予備費56万9,000円で、病院事業費用は収入と同額の４億9,000万円を予定しております。

　第４条、資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,700万円は建設改良積立金及び過年度損益勘定留保資金で補てんする。）もので、収入では町出資金1,000万円を見込み、資本的支出では、建設改良費1,873万2,000円、企業債償還金1,826万8,000円で、資本的支出計3,700万円でございます。

　第５条、一時借入金の限度額につきましては、3,000万円を予定しております。

　次のページをお開きください。

　第６条、次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならないということで、（１）職員給与費２億6,082万4,000円、（２）交際費20万円を予定しております。

　第７条、負担区分による一般会計及び他会計から、この会計へ補助を受ける金額は、（１）一般会計から9,500万円、（２）国民健康保険特別会計から1,000円、（３）都支出金6,500万3,000円、（４）町出資金1,000万円を予定しております。

　第８条、棚卸資産の購入限度額は、5,232万円とするものでございます。前年度当初予算と比較いたしまして、支出で2,307万2,000円、4.2％の減額予算でございます。

　以上で、議案第19号から議案第26号までの一般会計を始めとする各特別会計、企業会計全８会計の平成24年度予算について提案の説明を申し上げました。

　国では、現在の経済状況は「東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にある中で、緩やかに持ち直しているが、ヨーロッパの政府債務危機が金融資本市場に影響を及ぼし、景気の下振れリスクが存在する。また、電力供給の制約や原子力災害の影響、さらにデフレや雇用状況の悪化懸念がある」と分析し、「日本再生」に全力で取り組むとしております。早期に被災地の復活、原発事故の終息はもとより、国民の生活を優先し、将来にわたり負担する財政の立て直しを図り、政治経済が安定した状況になることを期待するものであります。

　このような中で、小規模自治体である町を取り巻く行財政環境は、引き続き厳しい状況であります。このため、第３次奥多摩町行政改革大綱を推進するとともに、事業のスクラップ・アンド・ビルドを行い、一般経常経費等の削減・節減を図り、第４期長期総合計画の着実な予算化と推進を図るべく事務事業の見直しを行い、歳入の確保と歳出の抑制を行い、各会計の予算編成を行いました。

　どうか、ご理解を賜りまして慎重なご審議の上、ご決定いただきますようお願い申し上げまして、提案の説明とさせていただきます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　お諮りします。ただいま議題となっております議案第19号から議案第26号までについては、議長を除く委員11名で構成する予算特別委員会を設置し、これに付託し審査することにしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本件につきましては、予算特別委員会を設置し、これに付託することに決定しました。

　ここで予算特別委員会の正副委員長の互選のため、暫時休憩といたします。休憩中に正副委員長の互選をお願いします。

午後３時59分　休憩

午後４時09分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　休憩中に正副委員長の互選が行われましたので、その結果を事務局長より報告させます。事務局長。

○議会事務局長（大野　　尚君）　休憩中に予算特別委員会の正副委員長の選出が行われましたので、その結果を報告いたします。

　予算特別委員会委員長に７番師岡　伸公議員、同副委員長に５番杉村　良一議員、以上のとおり選出されましたので報告を終わります。

○議長（清水　典子君）　報告のとおり予算特別委員会委員長に７番師岡　伸公議員、副委員長は５番杉村　良一議員に決定いたしました。今会期中に審査を終了するようお願いいたします。

　次に、日程第32　議案第27号　町道路線の廃止について、日程第33　議案第28号　町道路線の認定について、を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。地域整備課長。

〔地域整備課長　宮田　昭治君　登壇〕

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第27号及び議案第28号の町道路線の廃止及び認定について、関連がありますので一括で提案のご説明をさせていただきます。

　議案第27号　町道路線の廃止について、提案の説明をいたします。

　理由といたしまして、起点、終点の変更に伴い町道の路線を廃止したいので、道路法（昭和27年法律第180号）第10条第３項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　町道の廃止について。

道路法（昭和27年法律第180号）第10条第１項の規定により、町道の路線を次のように廃止する。

　路線名、その他町道　杣入迂回線、路線名、杣入下線、路線名、白丸丸の内西線。それぞれ廃止を行うものでございます。

　２ページおめくりください。このページにつきましては、廃止路線の調書でございます。３路線の廃止路線は、記載のとおりでございます。

　次のページをお開きください。町道の廃止路線の略図でございます。

　杣入迂回線につきましては、白丸四季の家から白丸トンネル方向への旧国道部分でございまして、現在は、白丸上部へ通じる町道が新設されております。

　次のページをお開きください。町道杣入下線は、白丸地区国道から迂回できる新設道路で、起終点の変更で廃止となります。

　次のページをお開きください。町道白丸丸の内西線は、白丸生活館から森の時計へ通じる新設道路で、道路計画で路線の変更により終点の変更が生じたため廃止となります。

　次に、議案第28号　町道路線の認定について、提案のご説明をいたします。

　理由といたしまして、住民生活の利便を図るため町道として認定したいので、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　次のページをお願いいたします。町道路線の認定について。

　道路法（昭和27年法律第180号）第８条第１項の規定により、町道として次のように認定する。

　路線名、その他町道　杣入下線。起点、奥多摩町白丸字杣入313－５から、白丸字杣入323－４まで、延長188.56メートル。

　次に、路線名、その他町道　白丸丸の内西線、奥多摩町白丸字丸の内72から、白丸字丸の内90まで、延長330.00メートル。

　次に、路線名、その他町道　上野上線、奥多摩町海沢字上野899から、海沢字上野900まで、延長106.51メートル。

　次に、路線名、その他町道　上野上循環線、奥多摩町海沢字上野901－20から海沢字上野901－７まで、延長104.02メートル。

　次に、路線名、その他町道　中野東上線、奥多摩町海沢字中野643－３から、奥多摩町海沢字中野644－８まで、延長62.80メートル。

　次に、路線名、その他町道　中野東線、奥多摩町海沢字中野644－11から、海沢字中野644－５まで、延長20.81メートル。

　２ページをおめくりください。このページにつきましては、路線認定の調書でございます。６路線の認定路線につきましては記載のとおりでございます。

　次のページをお開きください。町道認定の路線図となります。

始めに杣入下線につきましては、白丸四季の家から渓山窯前までの町道に接続する道路で、国道から白丸地内へ通じる道路が完成し、循環できることとなりました。

　次のページをお開きください。町道白丸丸の内西線。この線につきましては、当初、白丸生活館から森の時計に通じる町道の計画をしましたが、道路構造令から逸脱する道路計画となったため、終点を変更し、白丸元栖神社前の白丸林道に接続する新設道路計画とし、この計画につきましては白丸地内の循環線道路としておりまして、林道１路線に依存しておりました白丸地区の上部に通じる迂回道路と生活道路としての計画変更をしております。

　次のページをお開きください。町道上野上線は、東京電力海沢発電所調整池上部で、平成元年に民間会社が宅地開発した道路部分を町に移管されたものでございます。

次のページをお願いいたします。上野上循環線、上野上線と同じ開発道路でございます。

　次のページをお願いいたします。町道中野東上線、海沢循環線から南側へ、昭和60年に奥多摩総合開発が宅地開発した道路部分を町に移管されたものでございます。

　次のページをお願いいたします。その他町道中野東線は、中野東上線と同じ開発道路でございます。

　以上で、議案第27号及び議案第28号の町道廃止及び認定の説明を終わります。ご審議の上、ご決定賜りますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第27号の質疑を行います。質疑はありますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第27号の質疑を終結します。

　次に、議案第28号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第28号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第27号及び議案第28号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第32　議案第27号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第27号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第33　議案第28号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第28号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第34　議案第29号　奥多摩町福祉会館の指定管理者の指定について、日程第35　議案第30号　大沢国際釣り場の指定管理者の指定について、日程第36　議案第31号　青目立不動尊休み処の指定管理者の指定について、以上３件を一括して議題といたします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第29号から議案第31号までの３議案の指定管理者の指定につきましては、一括して説明させていただきます。

　いずれも継続の指定管理者の指定であり、提案の理由につきましては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第６項の規定により、指定管理者を指定することについて議会の議決を求めるものでございます。

　また、指定の期間につきましては、いずれも平成24年４月１日から平成29年３月31日までの５年間であります。

　初めに、議案第29号　奥多摩町福祉会館の指定管理者の指定についてでございますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人奥多摩町社会福祉協議会でございます。

　次に、議案第30号　大沢国際釣り場の指定管理者の指定についてでございますが、指定管理者となる団体は、株式会社ＴＯＫＹＯトラウトカントリーでございます。

　最後に、議案第31号　青目立不動尊休み処の指定管理者の指定についてでございますが、指定管理者となる団体は多摩測地でございます。

　以上で、議案第29号から議案第31号までの指定管理者の指定についての説明を終わります。

　なお、指定管理者の選定につきましては、奥多摩町公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例第６条の規定により、選定委員会により選定を行っております。

　また、指定管理者候補者につきましては、別紙に指定管理者候補者の概要が添付してございますので、ご参照いただきたいと存じます。

　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第29号の質疑を行います。質疑はありませんか。７番師岡　伸公議員。

○７番（師岡　伸公君）　議案第30号の大沢の釣り場、それから議案第31号の青目立不動尊ですけれども、今回、この１年間いろいろ風評被害で、ここに限らずいろんな観光業者が非常にご苦労をされたと思うんですけれども、こうやって継続をするという意向を示していただいているようですので、それは喜ばしいことなんですが、そういう中で、今後の意欲みたいなやり取りが、もしあったらお聞かせをいただきたいと思います。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡議員のご質問にお答えいたします。

　おっしゃるように、それぞれから、昨年の３．11東日本大震災における風評被害と、たしかにそのことで客足が３カ月ほどは減少したと。しかしながら、縁あって、地元の住民の方々が運営をされているということで、今後の５年間につきましても、なお一層の努力を重ねて観光振興に寄与したいという意気込みを感じております。

○議長（清水　典子君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第29号の質疑を終結します。

　次に、議案第30号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第30号の質疑を終結します。

　次に、議案第31号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第31号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第29号から議案第31号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第34　議案第29号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第29号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第35　議案第30号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第30号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第36　議案第31号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第31号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第37　議案第32号　非常用発電機等購入契約について、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第32号　非常用発電機等購入契約について説明させていただきます。

　提案の理由でございますが、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第３条の規定によりまして、予定価格が700万円を超えますので、議会の議決を求めるものでございます。

　契約の目的は、非常用発電機等購入でございます。

　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。

　契約の金額は、998万7,600円でございます。

　契約の相手方は、東京都立川市羽衣町三丁目27番19号、株式会社消防弘済会、代表取締役　川口康弘氏です。

　入札調書につきましては、別添のとおりでございますので、ご参照願います。

　なお、本請負契約につきましては、現在、仮契約を結んでおります。本日、議決をいただきますと、明日、３月６日が本契約となり、納期につきましては平成24年３月28日を予定しております。

　それでは、事業の概要につきまして、企画財政課が所管でございますので、引き続き説明をさせていただきます。

　それでは、お手元の資料の非常用発電機等概要をごらんください。今回、町内の29カ所の生活館に配備する非常用備品は、発電機と投光器、そしてガソリンタンクの３種類となります。

　初めに発電機ですが、資料を１枚おめくりいただきますと写真が掲載されております。発電機につきましては、ホンダ社製で、大きさは57センチ掛ける65センチで、重量は60キロですが、ごらんのように移動用のタイヤがついておりますので、女性の方やお子さんでも簡単に移動ができます。

　この発電機の出力は2.8キロワットで、これは投光器を２台使用できる程度のものとなります。燃料タンクは12.7リットルで、ガソリン使用となります。また、燃料タンクを満タンにした場合の運転時間は、連続で約18時間使用が可能となります。

　次に、その裏面をごらんください。これは投光器になりますが、ごらんのように照明器具が２基ついたものになります。この投光器は伸縮が自在で、高さ2.7メートルまで伸びます。

　最後の写真は、発電機に使用するガソリンタンクとなっております。このガソリンタンクの容量は20リットルとなっております。

　以上、概要の説明をさせていただきましたけれども、今回、この事業とは別に30メートル巻のコードリールも購入して、以上、４点の災害用備品を町内29カ所の生活館に配備いたします。

　今回、町内29カ所の生活館に非常用発電機を配備する目的は、昨年の３月11日に発生した東日本大震災を教訓に、万一の災害時に住民皆さんの身近な避難場所となる地域の生活館に非常用発電機を配備することで、住民皆様の安全安心を図ることを目的としております。

　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第32号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第32号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第32号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第37　議案第32号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第32号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第38　議案第33号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その16請負契約の変更について、日程第39　議案第34号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その17請負契約の変更について、日程第40　議案第35号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その18請負契約の変更について、以上３件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第33号から議案第35号までの３議案を一括して説明させていただきます。

　提案の理由でございますが、議案第33号から議案第35号までの３議案につきましては、平成23年６月８日に締結した契約について、内容の一部に変更が生じましたので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第２条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　初めに、議案第33号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その16請負契約の変更について説明させていただきます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が１億5,540万円、変更後の金額が１億4,741万550円となります。

　次に、議案第34号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その17請負契約の変更について説明させていただきます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が１億1,424万円、変更後の金額が１億1,602万800円となります。

　次に、議案第35号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その18請負契約の変更について説明させていただきます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が9,870万円、変更後の金額が１億1,566万4,850円となります。

　以上で説明を終わりますが、変更工事の概要につきましては、所管の課長より説明をさせていただきます。ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　それでは、議案第33号から議案第35号の変更工事の概要について一括でご説明をさせていただきたいと思います。

　表から２ページ目をお開きください。

　議案第33号の変更工事概要についてご説明いたします。

　工事件名は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その16、工事場所、奥多摩町白丸25番２先、白丸滝ノ沢から日向間でございます。金額は、798万9,450円減の１億4,741万550円で、工期につきましては３月29日までに変更しております。

　変更理由につきましては、管路土工におきまして、当初、岩盤予定のない箇所で浅く岩盤が露出したため、東京都道路管理者と協議によりまして、浅く埋設する変更をしたもので、減額変更になったものが主なものでございます。変更概要につきましては、記載のとおりでございます。

　次のページをお願いいたします。配管の系統図でございます。この中で赤い色を塗った部分につきましてが変更になった箇所でございます。

　次の２枚おめくりください。

　次に、議案第34号の変更工事概要についてご説明いたします。

　工事件名は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その17、工事場所は、奥多摩町白丸64番３先、白丸国道部を除く全域でございます。金額は、178万800円増の１億1,602万800円で、工期につきましては３月29日まで変更しております。

　変更理由につきましては、管路工事におきまして配管ができない箇所を追加変更したものが主なものでございます。変更概要につきましては、記載のとおりでございます。

　次のページをお開きください。配管の系統図でございまして、やはり赤い部分が変更になった箇所でございます。

　次に、また２枚おめくりください。

　次に、議案第35号の変更工事概要についてご説明します。

　工事件名が、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その18、工事場所は、奥多摩町川井367番３先。工事金額が1,696万4,850円増の１億1,566万4,850円で、工期につきましては、当初の工期どおり３月16日まででございます。

　変更理由につきましては、蝉沢橋の下流に下水道の管渠を設置する関係で、地権者の了解がいただけたため追加変更になったものが主なものでございます。変更概要につきましては、記載のとおりでございます。

　次のページをお開きください。やはり配管系統図で、赤い部分につきましては、変更になった箇所でございます。

以上で、議案第33号から議案第35号の説明を終わらせていただきます。ご審議の上、ご決定を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第33号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第33号の質疑を終結します。

　次に、議案第34号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第34号の質疑を終結します。

　次に、議案第35号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第35号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第33号から議案第35号までについて、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第38　議案第33号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第33号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第39　議案第34号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第34号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第40　議案第35号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第35号については、原案のとおり可決されました。

　次に、日程第41　議案第36号の審議に入るわけですが、地方自治法第117条の規定により、私が除斥の対象となりますので、議長を副議長と交代し退席いたします。

　それでは、９番須崎副議長、議長役よろしくお願いいたします。

（議長　清水　典子君退席）

○副議長（須崎　　眞君）　それでは、しばらくの間、私が議長を務めさせていただきます。

　議案審査に戻ります。

日程第41　議案第36号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約の変更について、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第36号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約の変更について、説明させていただきます。

　提案の理由でございますが、平成23年９月７日に締結した契約について、内容の一部に変更が生じましたので、議案第33号と同様に議会の議決を求めるものでございます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が１億4,542万5,000円、変更後の金額が１億4,687万7,150円となります。

　以上で説明は終わりますが、変更工事の概要につきましては、所管の課長より説明をさせていただきます。

ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。

○副議長（須崎　　眞君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　それでは、変更工事の概要についてご説明をいたします。

　議案第36号、工事件名、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19、工事場所につきましては、奥多摩町白丸・川井・大丹波地内、金額は、145万2,150円増の１億4,687万7,150円で、工期につきましては、３月29日まで延長しております。

　変更の理由につきましては、配管工事での変更の増減と、その16及びその17の工事のマンホール工事との調整によりまして工期の延長を行うものでございます。

　変更の概要につきましては、記載のとおりでございます。

　最後のページになりますが、ポンプの系統図でございまして、赤い部分が変更となった箇所でございます。

　以上で、議案第36号の説明を終わらせていただきます。ご審議の上、ご決定賜りますようお願いいたします。

○副議長（須崎　　眞君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第36号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（須崎　　眞君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第36号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第36号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（須崎　　眞君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第41　議案第36号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○副議長（須崎　　眞君）　起立多数であります。よって、議案第36号については、原案のとおり可決されました。

　それでは、ここで議長を交代します。

退席された清水議長には着席を求めます。

（議長　清水　典子君着席）

○議長（清水　典子君）　議案審議に戻ります。

　日程第42　議員提出議案第１号　第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の東京誘致に関する決議を議題とします。

　事務局長に議案を朗読させます。事務局長。

○議会事務局長（大野　　尚君）　議員提出議案第１号　第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の東京誘致に関する決議。

上記の議案を提出する。平成24年３月５日提出。

提出者、奥多摩町議会議員　須崎　　眞、賛成者、同　石田　芳英、賛成者、同　宮野　亨、賛成者、同　高橋　邦男、賛成者、同　原島　幸次、賛成者、同　杉村　良一、賛成者、同　村木　征一、賛成者、同　師岡　伸公、賛成者、同　酒井　正利、賛成者、同　竹内　和男、賛成者、同　前田　悦男。

奥多摩町議会議長　殿。

（理由）　標記大会の開催は、東日本大震災からの復興へ向けて歩む人々を勇気づけるとともに、当町にとっても地域の発展に大きく貢献するものであると確信するため。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　以上で朗読は終わりました。

　お諮りします。本件については提出者を含む全議員が賛成者でありますので、質疑並びに討論を省略し、直ちに採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第42　議員提出議案第１号について、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、議員提出議案第１号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第43　東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙における候補者の推薦について、を議題とします。

　事務局長に説明をさせます。事務局長。

○議会事務局長（大野　　尚君）　日程第43　東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙における候補者の推薦について、ご説明申し上げます。

　東京都後期高齢者医療広域連合では、町及び村の議会の議員から選出された議員のうち１人の欠員が生じたため、今回、補欠選挙を実施するものです。これに伴い、当町議会議員のうちから１名、議員の候補者として推薦すべく審議をお願いするもので、広域連合議会議員の選挙に関する規定により、候補者となるには所属する議会の推薦が必要となるためでございます。

　東京都後期高齢者医療広域連合の議員の定数は31人となっており、その規約に基づき、区の議会議員のうちから17名、市の議会議員のうちから12名、町村の議会の議員のうちから２名が選挙にて選出されております。候補者となる資格は全議員が有していますが、東京都町村議会議長会では、選挙の円滑かつ迅速な執行を図るため、内規により、「正副会長が所属する議会からそれぞれ１名候補者を推薦すること」としております。

当町議会からは、前任の鈴木議長が平成23年６月12日から東京都町村議会議長会の会長に就任し、平成23年６月の第２回奥多摩町議会定例会において指名推薦され、全議員の推薦により広域連合議会の議員を務めてまいりました。今回、就任された議長には、東京都町村議会議長会の会長職を前議長の残任期間を引き継ぎ、平成23年12月21日に会長に就任いたしました。

なお、広域連合議会議員の任期は、平成24年６月25日からとなりますが、無投票当選の場合は、３月27日から就任し、平成25年７月１日までとなっております。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　お諮りします。選挙の方法については地方自治法第118条第２項の規定により、指名推薦により行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、選挙の方法については指名推薦により行うことに決定しました。

　どなたか指名をお願いしたいと思います。12番前田　悦男議員。

○12番（前田　悦男君）　清水典子議長に就任をお願いしたいと思います。以上です。

○議長（清水　典子君）　ただいま私が指名されましたが、ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ほかになしと認めます。よって、私が推薦されましたので、地方自治法第117条の規定により、議長を副議長と交代し退席いたします。

　それでは、９番須崎副議長、議長役をよろしくお願いいたします。

（議長　清水　典子君退席）

○副議長（須崎　　眞君）　議案審査に戻ります。

　お諮りします。日程第43　東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙における候補者の推薦について、ただいま指名のありました清水議長を候補者に推薦することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（須崎　　眞君）　ご異議なしと認めます。よって、清水議長を東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙における候補者に推薦することに決定しました。

　それでは、ここで議長を交代します。

　退席されました清水議長には着席を求めます。

（議長　清水　典子君着席）

○議長（清水　典子君）　議案審議に戻ります。

　日程第44　奥多摩町選挙管理委員会委員の選挙を議題とします。

　本件については、地方自治法第182条第８項の規定に基づき、平成24年２月20日付で奥多摩町選挙管理委員会委員長から通知されておりますので、同法同条第１項及び第２項の規定に基づき、同委員並びに補充員の選挙を行います。

　選挙の方法は、議会運営委員会委員長の報告並びに地方自治法第118条第２項の規定に基づき指名推選により行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、選挙の方法は指名推薦とすることに決定しました。

　お諮りします。指名については、私、議長において行うことにしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、
指名については私が行うことに決定しました。

　申し上げます。お手元に配付してあります委員の原案をごらんください。

選挙管理委員会委員に師岡好一君、河村昉可君、原島たい子君及び島崎文雄君、以上４名を指名します。

お諮りします。ただいま私が指名した４名を選挙管理委員会委員の当選人に定めることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、ただいま指名した４名が選挙管理委員会委員に当選されました。

　次に、選挙管理委員会委員補充員に、杉村誠二君、山田文行君、岡部美枝子君及び村木順一君、以上４名を指名します。

　お諮りします。ただいま私が指名した４名を、選挙管理委員会委員補充員の当選人に定め、委員の欠けた場合の補充の順位についても、今、申し上げた指名の順位に定めることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、ただいま指名した４名が選挙管理委員会委員補充員に当選されました。

　次に、日程第45　陳情書の受付について、を議題とします。

　請願・陳情文書表を事務局長に朗読させます。事務局長。

○議会事務局長（大野　　尚君）　議請願第１号　平成24年３月５日、奥多摩町議会議員殿。奥多摩町議会議長。

請願書・陳情書の受付について

議会に提出された陳情２件について、下記のとおり受け付けたので報告する。

奥多摩町議会第１回定例会。

請願陳情文書表。

番号、陳情第１号、受付年月日、平成24年２月16日、件名、「心の健康を守り推進する基本法（仮称）」の法制化を求める意見書提出に関する陳情。陳情人の氏名、西多摩郡日の出町平井1115－６、西多摩精神障害者家族会　会長　小笠原勝二。

番号、陳情第２号、受付年月日、平成24年２月16日、件名、東京都に対して保育所と居室面積などひき下げた条例としないことの意見書提出を求める陳情書。陳情人の氏名、青梅市師岡３－10－５、全国福祉保育労働組合東京地方本部西多摩支部　執行委員長　井梅かつい。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　以上で朗読は終わりました。

　お諮りします。ただいま議題となっております陳情第１号及び陳情第２号については、会議規則第37条の規定により、所管の常任委員会に審査を付託したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、陳情第１号及び陳情第２号については、所管の経済厚生常任委員会に審査を付託することに決定しました。

　今定例会中に審査を終了するようにお願いします。

以上で本日の日程はすべて終了しました。

　お諮りします。次の本会議の予定は３月９日となっておりますので、明日３月６日から３月８日までの３日間は休会したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（清水　典子君）　異議なしと認めます。よって、明日３月６日から3月８日までの３日間は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議２日目は３月９日午前10時より開議しますのでご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後４時59分　散会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　奥多摩町議会議長
　　　　　　　奥多摩町議会議員
　　　　　　　奥多摩町議会議員
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